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第４回 鯨類捕獲調査に関する検討委員会議事概要 

 

 

１．日  時：平成23年６月20日(月)13:30～16:50 

 

２．場  所：農林水産省第一特別会議室 

 

３．出 席 者：（座 長）筒井農林水産副大臣 

（委 員）阿南委員、櫻本委員、高成田委員、谷川委員、 

野村委員、林委員 

（有識者） 

 〔小型捕鯨、反捕鯨NGOの妨害、鯨食文化、環境等〕 

   下道小型捕鯨協会会長、三軒太地町町長、 

日野株式会社日野商店会長、岡安ＷＷＦジャパン自然保護室長、 

大久保東海大学海洋学部専任講師 

（水産庁）宮原水産庁次長（議事進行）、井上資源管理部長、 

花房資源管理部遠洋課長 

 

４．結果概要：議事の概要は以下のとおり。 

 

（座長挨拶） 

○筒井副大臣 どうも今日は第４回の検討委員会に参加をいただきまして、ありがとうご

ざいます。委員の皆さんには引き続いてご足労をいただきまして、ありがとうござい

ます。そして、今日は有識者の皆さんに意見聴取で参加をしていただきまして、忙し

いところを本当にありがとうございました。 

  皆様のご意見をお聞きして、これから論点をまとめていただくことになっているわけ

でございまして、論点整理も今日の資料にもいろいろ書かれております。鯨類捕獲調

査の正当性・必要性、その科学的な意義、これらをきちんとまとめた上で、しかもそ

のまとめる際においては、日本の伝統的な食文化等々の意味も含めてやっていかなけ

ればいけないというふうにも思っております。 

  そして、前回、この会で私申し上げましたが、鯨類捕獲調査を去年と同じやり方でま

たやったら、必ず去年と同じ結果になってしまう。新しい何らかの措置をとった上で
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なければ、行っても意義がないと言ったら言い過ぎかもしれませんが、同じようにま

た途中で戻ってこなければいけないという結果になるという、このことは絶対に避け

なければいけないということを申し上げました。海上保安庁の巡視船あるいは法的な

整備、これらを含めたあらゆる新しい措置というのをきちんととった上でこの次は行

くべきであるというふうに考えているところでございまして、それらの問題について

有識者の皆さんからも、そして委員の皆さんからもいろんな形で教えていただき、ご

助言をいただきたいと思います。 

  以上お願いを申し上げて、私の開会の挨拶とさせていただきます。よろしくお願いし

ます。 

（座長退席） 

 

議題（１）意見聴取 

○下道小型捕鯨協会会長 今ご紹介にあずかりました日本小型捕鯨協会の会長の下道吉一

でございます。座ったままで発言させていただきます。よろしくお願いいたします。 

  それでは、最初に小型捕鯨業の置かれております厳しい現状について説明し、ミンク

クジラの商業捕鯨の再開の必要性を訴えたいと存じます。 

  我が国の沿岸には豊富なミンククジラ資源があります。私ども沿岸小型捕鯨業者は古

くからミンククジラを捕獲して生計を立て、地元の人々に新鮮で栄養価の高い生のク

ジラを供給してまいりました。日本がＩＷＣに加盟した1951年以降の捕獲頭数は、年

平均で348頭になります。しかしながら、現在、小型捕鯨業では１頭たりともミンクク

ジラを捕獲することが許されておりません。これは、ＩＷＣが資源状態のいかんにか

かわらず、非科学的にすべての商業捕鯨をモラトリアム、すなわち一時停止を続けて

いるからであります。沿岸のミンククジラは資源量が豊富で、持続的に捕獲すること

が可能であるにもかかわらず、ミンククジラの商業捕鯨は昭和63年、1988年以降、24

年間認められておりません。 

  その間、小型捕鯨業者はＩＷＣの管轄外のツチクジラやゴンドウクジラに経営を依存

してまいりました。モラトリアムが発動した当初、小型捕鯨業者は乗組員のリストラ

を行い、９隻あった操業船をコスト削減のため４隻に休漁させて５隻を減船させると

いった、大きな痛手を伴う経営努力を行ってきました。これに加えまして、クジラ製

品の供給不足による価格の高騰があって、ツチクジラやゴンドウクジラによって小型
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捕鯨業の経営は存続することができました。しかしながら、近年は、長引く不況に伴

う消費低迷によって、ツチクジラやゴンドウクジラの価格は著しく低迷しております。

さらに、燃油の高騰にも経営は圧迫されて、平成13年度、2001年以降はすべての小型

捕鯨業者が赤字に転落してしまいました。それ以来、小型捕鯨業者は毎年赤字を重ね

ております。 

  何よりも懸念されますのは、不安定な雇用状況が継続し、作業員が高齢化していく中

で、ミンククジラの捕獲、解体、処理、流通といった一連の専門的な捕鯨関連の伝統

的な技術や知識が途絶えてしまうことであります。小型捕鯨業者は漁業者として一日

も早く豊富なミンククジラ資源の商業捕鯨を再開することが悲願であります。貴重な

たんぱく源を地元住民に提供しつつ、地域経済並びに地域の捕鯨文化、伝統の存続に

貢献してまいることがみずからの責務であると信じております。 

  ＩＷＣのモラトリアムのもとでは、米国、アラスカ等における日本沿岸小型捕鯨と類

似の地域捕鯨は、先住民生存捕鯨の名のもとに捕獲枠を与えられ続けておりますし、

ノルウェーやアイスランドは異議申し立てのもとで合法的に商業捕鯨を継続しており

ます。ひとえに日本の小型沿岸捕鯨だけが認められないという状況に陥っております。

この差別的なかつ理不尽な現実は一体いつまで続くのか。そもそもＩＷＣが商業捕鯨

モラトリアムを採択した際、1990年までにゼロ以外の捕獲枠を設定することも同時に

約束していたはずです。既にその期限を過ぎて21年目となっております。もはや商業

捕鯨のモラトリアムは国際法的にも無効であると言えるのではないでしょうか。ＩＷ

Ｃが完全に膠着状態に陥り、議論の進展が全く見受けられない状況になっている昨今、

日本政府には英断をもって科学的根拠に基づく持続的な商業捕鯨を自主的に再開して

いただくことを切に期待しております。 

  それでは次に、東日本大震災による小型捕鯨業の被害について説明申し上げます。 

  本年３月11日に発生した東日本大震災及びそれに続く大津波によって、小型捕鯨業の

中心的な基地の一つである宮城県石巻市鮎川ははかり知れない被害を受け、壊滅状態

に陥りました。当地に本社や事業所を置く小型捕鯨業者はいずれも甚大な被害を受け、

社屋は言うに及ばず、鯨体処理施設、クジラ製品の在庫等、ありとあらゆるものを流

失しました。小型捕鯨船も陸に打ち上げられ横倒しになるなど、大きな損害を受け、

関係者一同、暗たんたる思いでございます。 

  さきにご説明申し上げたとおり、近年、小型捕鯨業者は震災前から大変厳しい経営を
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強いられておりました。長引く不況のもと、クジラ製品の価格下落や販売不振は著し

く、経営維持に奔走している状態でありました。今、また震災によりクジラ肉の在庫

や施設すらも失って、鮎川の小型捕鯨業者は瀬戸際に立たされております。鮎川は日

本の沿岸小型捕鯨の代表的な基地であり、9,000年にも及ぶ日本人類の鯨類の歴史と伝

統を現代に受け継いでいる町です。鮎川から捕鯨の灯が消えることは、地域社会の崩

壊のみならず、日本の捕鯨の歴史そのものの終えんを意味することであり、決してあ

ってはならないことです。小型捕鯨業者一同、何としても鮎川の再興を図ろうと志を

強くしております。 

  震災から３カ月がたち、幸い鮎川で被災した小型捕鯨船４隻のうち、２隻は損傷の程

度が軽く、７月からのツチクジラ再開のめどが立ちました。しかしながら、鮎川の陸

上施設の再建は全く見通しがなく、数多くの課題が山積しております。多額の費用と

労力が必要であり、小型捕鯨業者や地元の住民の力だけでは再建はおぼつかないとこ

ろでございます。一日も早い捕鯨のまち・鮎川の復活のため、精神面、技術面、そし

て金銭面と全方位的なご支援を賜りたく、お願い申し上げる次第です。鮎川に再びク

ジラが水揚げされ、まちが活気づく日を目指して、何とぞご支援賜りますようにお願

い申し上げます。 

  それでは、最後に捕獲調査の重要性についてご説明を申し上げたいと存じます。 

  沿岸での鯨類捕獲調査は平成14年、2002年に釧路を基地として始まりました。当初は

財団法人日本鯨類研究所が日本政府から許可を受けて実施してまいりました。小型捕

鯨船を調査採集船として用船いただくことによって、小型捕鯨業者も直接調査に参加

することができ、貴重な経験を体験してまいりました。昨年、平成22年より小型捕鯨

業者を中心として設立された一般社団法人地域捕鯨推進協会が日本鯨類研究所にかわ

って主催者となりました。このことにより、小型捕鯨業者はより積極的に調査事業に

参加することになった次第です。 

  調査に参加する中で、沿岸地域の地元漁民が訴えてまいりましたとおり、鯨類が大量

に沿岸の魚を食べることが漁業経営圧迫の一因となっているということを、身をもっ

て体験いたしました。調査によって沿岸域の生態系に関する知見を深めていくことは、

持続的なミンククジラ操業の再開とその継続のために必要欠くべからざるものと存じ

ます。沿岸域の捕獲調査は、調査本来の目的に加えまして地元活性化の人助けにもな

っております。副産物は冷凍でなく生で提供することができ、大変喜ばれております。 
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  一方、南氷洋の鯨類捕獲調査事業が過激な反捕鯨団体による悪質極まりない海賊行為

によって本年、農林水産大臣の判断によって調査途中で中止になりましたことは、小

型捕鯨業者にとりましても痛恨の極みでございました。近年、シーシェパード等の過

激な反捕鯨団体は毎年、太地に常駐し、地元漁民の正当な漁業活動を妨害し、嫌がら

せを繰り返しております。イルカやクジラの保護を標榜しておりますが、実際はみず

からの団体資金集めを目的とした売名行為に過ぎず、非力な漁業者を悪者扱いし、み

ずからを正義の味方と振りかざしているだけです。太地の漁業者はそのような理不尽

極まりない攻撃に屈することなく、ひたすら耐えております。 

  本年、南氷洋の鯨類捕獲調査事業を調査途中で切り上げたことは、国際社会に対して、

日本は暴力に屈する国であると誤った認識を植えることになるのではないかと危惧さ

れます。さらには、太地を初め、国内の捕鯨地域における過激な反捕鯨団体の活動に

屈服することが懸念されております。南氷洋の鯨類捕獲調査は国際捕鯨取締条約第８

条に沿った合法なものであり、生態系解明に必要不可欠なものと信じております。日

本政府の責任において、調査体制を盤石、強固なものとした上で、本年秋には再び南

氷洋へ調査船団が出航することを切にご期待申し上げます。 

  以上、何分にもよろしくお願い申し上げます。ありがとうございます。 

 

○三軒太地町町長 和歌山県太地町の三軒一高です。 

  我々の町は、本州の最南端近くに位置して、面積が5.96平方キロの小さな町でありま

す。猫の額のようなところで、余り水もなく、そのために生きる糧を海に求め、たま

たまクジラの回遊するところにありましたので、歴史的に自然にクジラに特化したと

いう町であります。20年前だったら、「クジラが揚がったら牛肉が全くも売れない」

と肉屋さんが言うような町でありました。私自身、昭和22年生まれですが、中学のと

きに初めて東京の学校に行きました。そのときに、すきやきが牛肉だと初めて知った

と、そういう状態でありました。クジラが市場に揚がるごとにみんな町民に配給され、

また売りに来ても、親戚でだれかが必ずそのクジラに携わっておったので、買うので

はなく、おすそわけにより町民全体がクジラを毎日食べる生活だった、そういう生活

習慣で長い期間過ごしてまいりました。 

  我々の町は1606年に組織的な捕鯨を始めて以来、その当時から村張りというのがあっ

て、クジラは地域を助けるのだという制度ができておりました。私は町長に就任して
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から、クジラの恵みは全町民にということで、当時、くじら館が10年間、5,000万から

7,000万の赤字を出しておりました。イルカで、海外と交流することによってこの６年

間、くじら館が黒字になりました。一般会計から出すことが大事だと思うのですが、

我々の町はこのクジラの恵みを利用して、その利益によって公共料金を抑えるという

制度をとっております。和歌山県は開発公社とかいろんな公社がありますが、どれも

足を引っ張っておりますが、我が町の公社は今年7,000万の利益を出しました。それは

すべてクジラによることであります。クジラは地域に非常な恵みを与えております。

考え方次第だと思っております。 

  ところが、近年、そのことに陰りが出たということは、シーシェパードやまたいろい

ろな過激な団体が町にやってまいります。この前ＮＨＫで放送されましたが、あのテ

レビ以外のところは全くもって放送できないような卑わいな発言や悪質な暴言、いろ

いろなことが起こっております。ＮＨＫのテレビで放送されたのは本の一部分であり

ます。だけど、その人たちは、シーシェパードから分かれた人々や、シーシェパード

の人々は、いろいろなお金もうけでやっているとしか思えないことをやっております。 

  先般、民主党、自民党の部会でも発言いたしまして、入国管理局の課長さんなんかも

来てくれて、ようやくその対策が進もうとしていることであります。南氷洋で大変だ

というときに、私自身は、「いや、国内でも大変ですよ」と訴えていましたけれども、

それがなかなか理解されなかった。今、それが岩手県、宮城県に広がろうとしており

ます。この前の震災でもシーシェパードの人が岩手県にちょうど行っておりました。

岩手県の漁民に助けられた人が、またその帰った後、暴言をはくというような状態で、

人間の品位も疑われます。 

  また、じゃあ沿岸の人たちは南氷洋をやめたら沿岸がよくなるのかと。私はそういう

考えはありません。オールジャパンでいかないとこれは大変なことになるのではない

か。沿岸だけは助かる、追い込みだけが助かる、南氷洋だけが助かるという問題では

ありません。というのは、我々の町が示すように、南氷洋捕鯨というのは大きく発展

し、よかったわけですね。だが、近年、ＩＷＣでとめられてから、クジラの食文化と

いう食べる文化が何十年かとめられました。私の町でもクジラが高くなってしまって

子供が食べなくなった、そういう状態が起こりました。 

  ７年前に私は町長に就任してから、クジラを将来南氷洋でとる、沿岸でとる、この捕

鯨を存続することについては、学校給食をやらない限りこの食文化が廃れてしまう。
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私の町の現状がそうであります。だから、私は町長に就任したとき、自民党の部会、

公明党の部会、民主党の部会に行って、「学校給食を広めない限り、このクジラを食

べる文化というのは珍味になってしまいますよ」と訴え続けました。水産庁の遠洋課

の捕鯨班はそのことを非常に理解してくれました。協力もしてくれました。クジラの

値段を安くしてみんなに広げようということで、捕鯨班の方が努力してくれた。それ

が現在に生きていると私は思っております。 

  私自身は、学校給食、病院給食、自衛隊まで広げたいという運動をしておりました。

クジラは安く庶民が食べる、そういうことで広がっていたのを、高級店にしか出ない

様な食べ物にしてしまったのはどういうことだったのか。それは大きな政策の誤りで、

学校給食なりをやらないといけないときにそういうことをやらなかった。ただ、とる

ことに一生懸命やっていて、そういうことを怠ったと私は強く思っております。これ

は将来必ず続けなければならず、学校給食を中心に、国民の中にクジラを食べるとい

う人々が多く出ること以外、捕鯨が続けられるということはありません。じゃあ、ど

うして多くの国民にそのことを理解していただくかといったら、学校給食以外、私自

身は思いつきませんし、そのことに全力を上げなければならないと思っております。 

  和歌山県で始めたときは非常に難しかった。だけど、和歌山県でも80％以上の学校が

とってくれております。私自身も、北海道、東北、九州、各ブロックに割ってこの給

食を広げようと一生懸命に取り組んでおります。だが、なかなかそういうことに至っ

てっておりませんが、今現在150トン前後の肉が学校給食に出ることも事実であります。

このことをしっかり踏まえて、クジラを国民に安く供給する、食べていただくという

ことについても力を入れない限りこの文化は廃れると、私はそう思っております。 

  以上です。 

 

○日野株式会社日野商店会長 私は長崎でクジラの加工･販売業を営んでおります。現在

は子供が後を継いでおりまして、先代からしますと３代目のクジラ屋でございます。

私は現在81歳でございます。 

  まず、長崎のクジラの食文化といいますのは、実は山口県から九州にかけてご承知の

ように約40組の鯨組がありまして、かなりクジラをとっていた。そういうことに起因

しています。深沢義太夫が彼杵にクジラの仕分け基地をつくった事と、そしていわゆ

る流通させたという歴史がございます。この歴史はやっぱり、私が今さら申すまでも
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ないんですけども、そのために各地にクジラの食文化といいますか食習慣がございま

す。一例を申しますと、実は「塩くじら」というのは、佐賀県と福岡県と長崎県とみ

んな違うんです。島原でも違うんです。部位が違っています。私はそれが食文化じゃ

ないかと。 

  それで、九州のクジラというのは戦後も戦前もずっとありましたけれども、小売市場、

マーケットができるための最低の要件は、魚屋と鳥屋とクジラ屋とそれから野菜屋と、

これがあったら小売市場が成り立ったと、そういう歴史がございます。その中で私ど

もはクジラの商売をしてきたわけで、その長崎のクジラ商人にはいろんな、彼杵の人

も含めまして、伝承がございます。一口で言えば、「薬九層倍、クジラ90日という

話」、又、「はらみ魚は目をつぶって買え」。そういうふうな伝承がちゃんとありま

す。どういう意味かといいますと、クジラは少々痛んでいても、90日間塩漬けしたら

全部食べられますよと。その当時、冷蔵庫がなかったわけですから。寄りクジラとか

何とかありましてね。また、「はらみ魚」というのはクジラの中でもっとも肥えてい

るものだから、それは黙って買いなさいと。それが一番おいしいんだよと。長崎の人

はクジラを、「うまいかね？、うまくないかね？」とは絶対言いません。「かたいか

ね？、やわらかいかね？」と言います。そういうふうな土壌がありまして、私らの子

供のころは鮎川から、もういなくなられたのですが、何代も続く稲井善八商店から電

話がかかって、クジラがとれたぞというと、雄か雌か？、おなかの中に赤ちゃんがい

るかいないか？と。そういうふうなことでクジラの取引をして地域に配ったわけでご

ざいます。 

  そういうわけで、長崎では、例えば舌だけを食べるとか、唇の下だけを食べるとか、

ほほ肉を食べるとか、メカワを食べるとか、尾羽の先を食べるとか、そういう部落が

あって、彼杵を中心に食習慣が全九州に広がったと私は考えております。だから、

「塩くじら」というと、今、島原は塩蔵尾羽の薄く切ったものが塩くじらです。熊本

もそうです。それから鹿児島もそうです。そして、鹿児島には、「せしから」という

食材があります。「せしから」というのは何かというと、尾羽を加工して湯引きを作

る時、後に残る切れっ端をぐちゃぐちゃっと炊いて、それを煮こごりにしたものです。

そういうふうな文化が今でも続いているわけです。 

  ちなみに、長崎県の人口は145万。日本の人口１億2,000万にして、約1.1％の人口し

かありません。しかし、クジラの消費量は私の推計するところ、大体、鯨類捕獲調査



－9－ 

の供給量の８％から１割を、消化していると思います。それだけたくさん食べている

わけです。祭りも、いろいろクジラが必要ですし、結婚式、正月、盆・暮れは友達と

一杯と、そういうふうな格好でございます。 

  それから、長崎県のシンクタンクがございます。長崎地域政策研究所、ここに日本総

研から来た菊森淳文氏という方がおられて、その人が赴任して３カ月目に私とたまた

ま会いまして、クジラの話を聞かれました。それから、県の経済浮揚政策の一助にク

ジラをやろうじゃないかということで、私も本を書かされたわけですけれども。そう

いうふうな、クジラどころで、昔は随分と問屋さんがおりました。しかし、鯨類捕獲

調査の最中で、クジラが非常に少なくなっていくものですから、どんどん倒産してし

まって、今九州で数えてみると、山口に１軒、福岡に２軒、それから佐賀に１軒、長

崎に３軒、それぐらいになりました。長崎は、実はクジラの問屋が戦後すぐは、17店

ありました。それが今はみんなもう倒産して、大変な状況でございます。それでもク

ジラのある限り、みんな頑張っております。 

  よくクジラで長崎の浮揚のために話をしてくれと言われます。私はそれで次のような

ことを皆さんに話しております。なぜアイスランドが商業捕鯨ができて、ノルウェー

もできて、日本は鯨類捕獲調査しかできない、なぜカナダがＩＷＣから脱退したかと

いう話を皆さんにするんです。クジラモラトリアムができるまでには、原因と、その

過程とそれからずっと継続的な現在があるわけですよ。今私が耳にする限りにおいて

は、報道は現在の状況だけを話すから国民はわからないわけです。なぜ批准したんだ

ろう、ＩＷＣで。ノルウェーはどうしたんだろうということをやっぱり説明しなきゃ

いけない。 

  私はノルウェーに行きました、ちょうどＩＷＣがクジラモラトリアムのあるときに。

幸いなことに、私の通訳が非常にすごかったので、向こうのＭＡＦＦの事務次官、オ

ルソン・アンデルセンに会いました。そして、日本の立場とノルウェーの立場と、い

ろいろ話をしたことがある。結局、ノルウェーはモラトリアムができたときに拒否権

を出しました。しかし、なぜクジラをやめたかといいますと、クジラをやめた理由は、

アメリカが「クジラをとるなら、タラを買うてやらんよ」と漁民に言ったからです。

だから、漁民は裏作のクジラをやめてタラをとりました。タラはアメリカに対する大

きな市場だったわけです。 

  ところで、アイスランドは人口30万、その当時は27万ぐらいの国、たった１社の捕鯨
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会社は国の基幹産業であります。だから、これは大変だということで脱退しました。

だから、脱退して批准もしなかったのです。ノルウェーは黙って捕鯨をやめたが、拒

否権は行使して、モラトリアムを批准しなかった。日本はアメリカからちょっと来い

と言われて、あなたがもしモラトリアムを批准するなら、アメリカ200海浬のスケソウ

ダラをとらせるから何とか批准してくれ、クジラをやめてくれと言ったときに、批准

してしまった。大抵の国は批准してしまったわけですね。モラトリアムに賛成したわ

けです。それで、アメリカはやっと国連のモラトリアムをIWCで完成できたのです。 

  その背景は何かというと、ベトナム戦争の枯れ葉作戦であります。それで、東側陣営

との対立の中で、国連でアメリカが地球の環境を破壊するというふうな話になって、

それがまさに決議されようとしたときに、これは大変だということで、アメリカは、

真っ先に地球の環境を守るぞというふうなこと、そのためにクジラを環境シンボルに

して捕鯨モラトリアムをかち得たといういきさつがあるのであります。これは歴史的

な事実なんです。ところが、そういう初めからのいきさつを全然言わずに、今クジラ

がかわいそうだとかかわいそうでないよとか、そういう話ばかり報道されると、IWCで

の日本の主張は、日本国民の支持も中々得られません。 

  実は、私はおととい、ここへ来る前に中国の人と会いました。長崎魚市に魚を買いに

来たのです。彼は「昔、中国人もクジラを食べていたんだよ」と言いました。それで

私は、「じゃあ、あなたは大連だろう」と言ったら、向こうはびっくりしました。大

連はナガスクジラをとっていました。戦後、大正エビを配慮物資として日本へ輸出し

ていたときに、ナガスクジラが少しばかり日本に入ったんです。それは私のところに

も来ました。それを売った経験がございます、あなたのところも国が鯨類捕獲調査を

したら、クジラがとれるんだよと、これは国際的な権利なんだよ、ということを言い

ました。これからの世界は、中国は無視できない大きな存在だと。だから、そういう

ふうなことをやらせて、鯨類捕獲調査が不当だと言われることを防止しながら、ちゃ

んと国民にわかりやすい説明をしなきゃいけないと思います。 

  一番取り上げたいことは、実はカナダがＩＷＣを脱退したときのこと。ちょうどその

時、NHKの松平さんのドキュメント番組です、ＮＨＫのアーカイブスにあると思いまが、

カナダはカナダのイヌイットを国会に呼びました。ＩＷＣでこういうようなことにな

ったので、あなた方には代償として、スノーモービルもやるよと。いろんな家もつく

ってやるよと。だからクジラをとることをやめてくれと言いました。そうしたら、そ
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のときのイヌイットの証言で、酋長が、私たちは400年間、平和に寒いところで暮らし

ていると。そして、クジラをとることによって平和な共同生活をしているんだと。ク

ジラをとることで長幼の序が保たれている。しかし、白人は何ですかと。戦争を起こ

したりいろいろしていると。あなた方は私たちの生活を奪う権利がありますかと。 

  カナダの政府はびっくりして、それではＩＷＣで捕獲頭数だけ決めさせてくれと、自

分たちの言う事をきいてくれないかと言いました。しかし、酋長は、我々はいわゆる

持続的可能な捕鯨をするかわりに、あなた方の意見は聞くけれど、捕獲頭数を決定す

るのはイヌイットだと。そういうようなことを言ったんですね。そして、その正論に

押されてカナダはＩＷＣから脱退した。このテレビが放映された時は、IWC京都会議の

直前でした。私は京都会議にオブザーバーとして参加させてもらいましたが、そのと

き、カナダのオブザーバーの代表は盛んにこのいきさつを私達に訴えました。日本は

もっとしかりせえと。 

  当時は本当にそういうＩＷＣの論争が放映されていたのですが、その後、だんだん時

代が変わって、そういうことを説明する人はだれもいなくなった。クジラがいわゆる

大多数で否決されたとか、とれたとか、とれんとか、反捕鯨は世界の趨勢だとか。 

  私がダブリンのIWCに行ったときは、すごい人垣のトンネルがあって、クジラ反対と

絶叫している。みんな米澤さんたちもその罵声のトンネルの中をぞろぞろ通っていっ

たわけですよ。私は、たまたまその夜、街に出てバーに入ったら、アイルランドの若

者が肩組んでビール飲んで、わいわい騒いでいるんです。「おーい、おまえよう来た

よう来た。どこから来た」って。日本人？見たら、「おい、おまえは昼間、おれたち

にクジラはだめだめっつって言ってたやつじゃないか」と。「いや、あれはアルバイ

トだ」と。「じゃあ、アルバイト賃は幾らだ」、「このジョッキのビール２杯だよ」

と。それで、「じゃあ、おれ、この次から３杯やるから、おれたちのとこへ来るか」

って言うと、「イエス」と。最後の日、後片付けする人を見たら、戦士と称する者が

たった３名しかおらん。大勢の人はみんな金で動員された人々でした。日本のマスコ

ミも世界のマスコミも、人垣で反対罵声の中を通って歩く姿だけを放映する、世界中

が反対してるって。こんなばかな話はないんですよ。 

  ＩＷＣではいろいろな話がありました。非常におかしいのはアニマルウェルフェアと

かいう論争をやったとき、ノルウェーのワローさんという動物学者に、オーストラリ

アの代表はクジラは致死時間が長いからいわゆるかわいそうだというふうな議論展開
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していた。日本は、そんなものはＩＷＣと関係ないから議論に入らないと言ったんだ

けど、オーストラリアの代表はとうとうと述べまして、私が致死の資料を検討して、

捕鯨を許すか許さんかを決めるというふうなことを言いました。ところが、ワローさ

んが答弁する立場になって、「私もアニマルウェルフェアは本当に大切なことだと思

っています」と。「あなたの国は、随分、アニマルウェルフェアの先進国だとお見受

けしますので、教えてください。おたくは毎年ヘリコプターでラクダを機銃掃射で６

万頭殺している。それのアニマルウェルフェアは致死データはどうなっております

か」と言ったところが、その男は飛び上がって驚き、「ここはクジラの話の場であっ

て、ラクダの話するところではない」と言ったんですが、動物学者の議長が陸上で一

番クジラに近いのはラクダであるという定説があるんだから、当然アニマルウェルフ

ェアということで議論するなら、それはちゃんと議論しなきゃいけないと言ったので、

満場の拍手が出て、オーストラリアの代表は引き下がった。 

  そういう事実がありましたが、こんな出来事は日本では伝えられていない。やっぱり

国民の支持を得るためには、出席した人及び日本のマスコミは全部それを伝えなけれ

ばならない。ところが、マスコミで一番困るのは、時事通信とか何とかが、外国から

報道をもらうときに、アメリカの都合の悪いこと、ＩＷＣの都合の悪いことを書いた

ら、それはもうカットさせられるんですね。だから書けないんですよ。 

  その具体的な証拠は、私の三男が、IWCアンカレッジに参加しましたときオーストラ

リアのオブザーバーで小学生の子供が、反捕鯨のシンボルになっている小さな子供で

す。それにお父さんがついてきていたわけです。三男は英語ができるので、また子供

が好きなものだから、子供と２人で遊んでいたわけですね。そうしたら、そのお父さ

んが出てきて、自分の子供と遊ぶものだから、てっきり自分たちの味方、いわゆる反

捕鯨派の人だろうと思って、いろいろ話をしたんですよ。ところが、後で調べてみた

ら、クジラ屋の息子だったということにびっくりしまして、「済まんけど、今話した

ことは全部なかったことにしてくれ」と言う。紳士協約という事で話の内容は言わな

いということになったんです。今の反捕鯨のあり方に対しては、おかしいということ

は、教育のある人は、かなりそう思っているんです。 

  ところが、世の中の流れが狂信的にずっと動かされているものだから、それをとめる

ことができない。これが一番の大きな問題ですから、私はそういうことも含めて政府

や代議士の皆さんは勉強しながら、国民に真実を伝えることをやらないと、これはい
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つまでたってもだめだと思うんです。今まさに韓国は反捕鯨から捕鯨になろうと思っ

ています。それで、恐らく商業捕鯨ができなければ鯨類捕獲調査でクジラを管理する

でしょう。 

  イルカの問題についても同じです。イルカを野放しにしているから、長崎の橘湾の魚

はもう全滅しているんですよ。漁師はみんなやめてしまいました。僕は五、六年前、

漁師に会ったときに、猟銃でイルカはぽんぽん撃てば、あれは賢いから、当たると痛

いからどんどん逃げていくよと。だから、殺さんでもいいから、追い返しなさいとい

うことを言いました。しかし、そうする勇気がなかったわけですね。 

  この度の太地のニュースを見ていましても、大変だと思います。しかし、本来からい

けば、町が議会で議決して、地域の住民の生活を脅かす者は20日間の拘留に付すとか

いうふうなことを町で決議すれば、そしてそれが実際に効力を発揮するような日本の

国になれば、どうでもできるのに。そうですね、町長。そうしないとね。そういうふ

うなことを考えていかないかんのじゃないかなと思っているわけです。 

  私は、そのような話と同時に、アイスランドがどうしたか、それからノルウェーがど

うしたかという話をずっと大学で講義をしたりしますと、みんなよくわかったと。そ

れで、少しずつクジラの支持がふえていきます。決して乱獲を良いと言っているもの

ではないんです。しかし、食文化、それから日本の鯨類捕獲調査はちゃんと約束をし

た正当性があるのです。その正当性をみずから放棄するようなことをやってもらっち

ゃ……。日本は独立国ですか。私は話のついでに、「もし調査捕鯨を放棄するなら、

むしろあの星条旗のとこに星をもう一つつけたらいいんじゃないの」といって言うと、

みんな笑います。やっぱりその辺のことをしっかり日本国民の皆さんにありのままを

教えていただきたいと思うんですよ。 

  鯨類捕獲調査はやるとかやらないとかいうことは日本の主権の問題であって、決して

外国からやられたから、押しまくられたからやめるなんていうのは、とんでもない話

です。今、今日、こちらにお見えになっているＷＷＦのお方も、個人的にはそれは皆

捕鯨が、クジラがかわいそうだ、反対だというのはわかるんです。しかし、資源保護

と、ＩＷＣは、資源を管理しながらとるという一つの大前提がある以上、それを人間

の食料にするかしないかはその国の私は文化と相まってきちんとできると思うんです。

その辺をぜひお願いしたいと思います。 

  以上です。 



－14－ 

○岡安ＷＷＦジャパン自然保護室長 今ご紹介にあずかりましたＷＷＦの岡安でございま

す。座ったまま失礼いたします。 

  お手元に今日お配りしてあります「クジラ保護に関するＷＷＦジャパンの方針と見

解」、こちらは2005年の５月にまとめたものでございますけれども、この方針と見解

に基づきまして本日はご説明をさせていただきたいと思います。 

  こちらの文章に入ります前に、ＷＷＦという組織について少々ご説明させていただき

ます。ＷＷＦという自然保護団体でございますけれども、こちらは1961年にスイスで

設立されました。それから、ちょうど今年で50年になりますけれども、現在は世界じ

ゅうにネットワークが広がりまして、大体世界の100カ国でさまざまな環境保全、自然

保護の活動を展開しております。全世界で大体500万人のサポーターがおりますけれど

も、それは欧米諸国から日本、それからアジアにも広がっております。 

  本日は、特に鯨類捕獲調査に関する見解ということで、こちらの、大分前になります

けど、まとめさせていただいた文章が、ちょうど水産庁のほうから申し入れのありま

した自然保護団体として環境保全の面から鯨類捕獲調査をどう考えるのか、あるいは

国際的なコンテクトの中で日本の鯨類捕獲調査というものがどういう位置づけをされ

ているのかという点を特に中心にお話をさせていただければと考えております。 

  基本方針にまずなりますけれども、私どもＷＷＦは、先ほど申し上げましたように、

世界100カ国以上でさまざまな自然保護活動を展開しておりますけれども、その100カ

国の活動の一番中心となっております方針に、ＷＷＦの３つの使命というものがござ

います。その３つの目標を達成して環境の悪化を食いとめ、人類が自然と調和して生

きられる未来を築くという目的のためにやっておりますけれども、その１番目が、生

物の多様性を守るということと、２番目が、再生可能な自然資源の持続可能な利用が

確実に行われるようにする、それから３番目が、環境汚染を減らし、資源とエネルギ

ーの浪費を防ぐと。この３つの柱を中心にさまざまな活動を展開しております。 

  この３つの柱を実際にクジラという、特に捕鯨問題について考えていきますと、もち

ろんほかのさまざまな、例えば私どものロゴはパンダを象徴しておりますけれども、

パンダは中国にしかいない動物ですが、例えばパンダの保護を考える場合でも、ある

いは私の実は専門は海の動物ではなくて陸のアフリカのゴリラをもともと専門にやっ

ておりましたけれども、ゴリラの生態あるいはゴリラの保護を考える場合でも、基本

的にはこの２番目にございます科学的な根拠に基づいて議論をし、行動をし、予防原
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則を尊重するというところに尽きると思います。 

  クジラの生態について科学的な調査が継続して行われ、なおかつそれに基づいて保護

や管理が議論されるように、これは本当に大きな絵という場面から考えて働きかけて

いくようにしていく必要がございます。ここでは、人間が自然界について把握できる

情報は限られているということを十分認識して、保護・管理施策を講じる際には予防

原則を尊重することが重要である。この予防原則と申しますのは、業界用語といえば

業界用語なんですけれども、さまざまな地球環境の問題を考えていくときには、科学

的に不確かであるものに関しては、その科学的に不確かであることがより破壊に結び

つかない、十分な余裕を持ってさまざまな管理計画を立てるということが予防原則と

呼ばれているものです。種や個体群の絶滅など、取り返しのつかない事態を引き起こ

すあるいは広範にわたる生態系の攪乱など、深刻な影響をもたらすと予想される行為

は、まず行わない、それからもし現在も継続している場合には中止するということで

ございます。 

  実際にそのような予防原則に基づいてさまざまな管理計画を立てていく場合には、こ

の２番目の１、２、３とありますように、影響の予想が科学的な根拠に基づいている

かどうかで判断をいたします。また、完璧に立証できない場合でもさまざまな対策が

とられているか、あるいは、過剰なあるいは過小な予防措置を招かないように、可能

な限り科学的あるいは技術的な知見に基づいて検討されているかということをもとに

しております。 

  それから、私ども国際的な自然保護団体ということで、さまざまな国際条約に関係す

る活動も行っておりますけれども、こちらも先ほどから出てまいりますＩＷＣ、ある

いは鯨類捕獲調査に関することに関しましても、ＩＷＣあるいはＩＣＲＷに加盟して

いる限りは、その中でさまざま採択されている国際合意を国内でもさまざまな施策を

講じる際には尊重するということが大事だと考えております。 

  それから、４番目に、これも１つ、国際100カ国で活動をしている団体として、特に

近年は尊重するべきであるという立場をとっておりますのが、多様な価値観を尊重す

るということであります。これは、クジラに限らず、さまざまな野生動物とのかかわ

り方というのは地域それぞれの特徴がございます。クジラの場合も、特に長生きをす

る、あるいは世界じゅうに回遊をしているという動物であることから、さまざまな地

域でいろいろな関係性がございますので、その文化的な背景というものは最大限に尊
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重するというのが原則でございます。 

  それから、基本方針の５番目といたしまして、幾ら大型でもクジラという１つの哺乳

類をやはり取り上げて生態系の議論をするというのは、そういう意味ではクジラとい

う動物種は非常に特殊な状況があると、国際的な文脈の中でも考えられます。そうい

う意味に関しまして、日本は世界じゅうでも、特に先進国の中で海洋国であるという

ことを認められておりますので、もちろんクジラあるいはクジラを資源として管理す

るということだけでなく、海洋資源全体に関してもやはり生態系、あるいは最近は、

特に去年の10月に名古屋で開催されました生物多様性条約締約国会議などの中でも非

常に大きく取り上げられましたけれども、エコシステムという考え方がございますけ

れども、海の生態系全体のバランスを考えてさまざまな施策を行っていくという面で、

もちろん鯨類捕獲調査あるいは捕鯨という観点で今回の委員会は開かれているわけで

はございますけれども、ＷＷＦといたしましては、海洋生態系全体のバランスという

ものがどうなっていくのかということを、特に日本政府がこれからさまざまな政策を

立てていく際には要求していきたいと考えております。 

  具体的に、次の２ページに当たりましては、特に捕鯨についての個別の問題について

の見解をまとめさせていただいております。 

  こちらは大きく分けまして６つに分かれておりますけれども、まず第１といたしまし

て商業捕鯨についてです。こちらは４つの見解を持っております。 

  １つは、先ほどから私より前にお話をされた皆様のお言葉の中にもございましたけれ

ども、やはり捕鯨というのは過去の歴史を考えずに今後を考えるというのは難しいと

いう状況がございます。さまざまな事情もございますけれども、やはりこれは日本だ

けに限らないことですけれども、過去、大きな乱獲によって、世界じゅうの捕鯨によ

ってクジラ類が激減したという事実は、これはございます。これを繰り返さないため

に、過去の過剰利用に対して、特に今後、未来ということを考えたときに、大きな責

任を負っているということを改めて自覚を促したいということもございますし、責任

を持って個体群の変動の把握というものには検証可能な科学的データを採用するよう

に改めてお願いをしたいと考えます。 

  また、残念ながら国際的なコンテクトでは、先ほどからお話に出ておりますシーシェ

パードのお話は本当に過激に過ぎますので、同じ自然保護団体の中でも意見が分かれ

るといいますか、あそこまで過激なことをすると逆効果であって、せっかく対話をし
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ていこうとしている国際社会の中でも逆に対話の道が閉ざされてしまうようなことが

起きるということは認めておりますけれども、逆に日本の政府が例えばＩＷＣの席上

なんかで話をされるときに、特に過去の経緯というものを考えますと、対話が膠着し

ているという認識はやはり国際社会の中ではかなり確固たるものというものもござい

ます。そういう意味では、過去に行われてきました鯨類捕獲調査に関しましては、や

はり国際的な社会の信頼を回復する上でも、データの提出というものを信頼の置ける、

特に査読の入った科学論文などに発表して、透明性の高いものにしていくという必要

があるのではないかと考えております。 

  それから、商業捕鯨についてですけれども、やはりもう一度これを再開をするという

ことに関しましては、国際的な合意が得られるということが最小限必要なことになっ

てまいります。そういう意味では、国際捕鯨条約に加盟している国として、やはり国

際的な合意が得られるような方向にさまざまな交渉を重ねていく必要があると考えて

おります。 

  それから、３番目といたしましては、やはり先ほども申し上げましたけれども、商業

捕鯨というものは、再開される場合には特に資源量の枯渇が起こらないような形で予

防原則がとられることが最低限必要になってまいります。こちらは、ただ単に自然資

源としての資源量ということだけではなくて、商業捕鯨という形でまたそれで生計を

立てる皆様が再び活動される場合に、その活動自体、専業自体が持続可能なものにな

るという上でも非常に大切なことであると考えております。 

  それからもう一つは、４番目といたしまして、絶滅危惧種でないクジラの商業捕鯨の

可能性というものに関しましては、ＷＷＦジャパンとしては以下のように考えており

ます。個体数の増減に関するデータが十分に把握されて、しかも公開されて、だれで

もいつでも参照できる状態になっているということです。 

  それから、これは特に近年著しい懸念がされているところでございますけれども、有

害化学物質や地球温暖化などによる影響がどれだけ個体数の増減に影響しているかと

いう可能性、そういう環境全体を考えたクジラの個体群に対する影響というものもし

っかり考慮に入れるべきであると考えております。 

  それから、３番目といたしまして、予防原則を採用した持続可能な漁獲量、これは資

源量に対してどれだけ漁獲をしていいかという、水産資源としての例えばクジラとい

うものを考えた場合にでも、それがきちんと予防原則に基づいて注意深く推定されて
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いるということが必要だと考えております。こちらは、私ども、日本の政府の立場と

して、水産資源としてのクジラというものをとらえたときに、やはり水産資源として

のクジラをどう管理して使っていくかという議論の場として例えばＦＡＯが必要であ

るとか、地域管理計画ということを考えるべきだという主張もございますけれども、

一方で、非常にクジラというのは、先ほどもお話があったと思いますけれども、いわ

ゆる魚類とは違って非常に生活史の長い大型の哺乳類であるというところで、非常に

特殊性がございます。そういう意味で、資源量がしっかり確保されたクジラに関して

は商業捕鯨の再開をとめることはできないと考えておりますけれども、ただ、その際

に本当に予測をする場合には、寿命の長い哺乳類であるという点もしっかり考慮をし

て考えるべきであると考えております。 

  また、４番目にございますように、効果的な改定管理制度が実行可能な形で完成して

いて、何かクジラの資源量に変化が見られたときには、さまざま、例えば急激な減少

があった場合にはとめるとか、そういうような手段も講じられる状態にしておく必要

があるだろうとは考えております。 

  それから次に、本日の一番のテーマの鯨類捕獲調査についての見解でございますけれ

ども、鯨類捕獲調査と言うからには、英語ではサイエンティフィック・ホエーリング

と言うわけですけれども、基本的な観点からの必要性とクジラ保護への貢献のあり方

を改めてやはり冷静に議論をする場を持つべきであろうと考えております。こちらは

2005年当時と現在というものも、反捕鯨、それから捕鯨両国の歩み寄りの場というの

があちらこちらでつくられておりますけれども、基本的な考え方としては変わってお

りません。 

  特に、近年は調査ということでさまざまなクジラの生態を知るための捕鯨ということ

になりますと、例えば先ほど私はアフリカのゴリラ、チンパンジーという類人猿の専

門家であると申し上げましたけれども、基本的に動物学上、生態的な調査あるいは研

究といいましたときに、その対象動物を殺して研究をするという場面はほとんどござ

いません。ほとんどございませんというか、クジラ以外は私は思いつかないです。そ

ういう意味で、最近は本当に技術的にも、例えばＤＮＡの解析とか、あるいはさまざ

まな生態的な調査方法というものも追跡調査といったものが開発されておりますし、

殺さなくて済む調査というもので今手に入れようとしているデータの大部分がカバー

されるというところがございます。そういう意味では、これは特に国際的な文脈の中
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での日本の捕鯨というものに理解を得るためには、やはり致死調査というものを非致

死調査に変えていくという努力を日本政府あるいは鯨類捕獲調査に携わっておられる

皆様が、特に国際的にも認められる形で進めていかれるというのが今現在、一番必要

なことではないかと思われます。 

  こちらの鯨類捕獲調査に関しましては、そういう意味では第２次調査期間に実際の捕

獲頭数がふやされたということが国際的なコンテクトの中ではかなり批判をもって迎

えられたという事実がやはりございました。2000年代に入ってから致死的調査の数を

さらにふやすということは、やはり科学技術の発達ということで生態学的調査も非常

に進んでおりました一方で、届け出制であるということでふやすということがあった

ということは、特に反捕鯨国からは受け入れがたいということは言われておりますし、

やはり国際的な状況の中でお互いに理解を進めるという場面では、この鯨類捕獲調査

に携わるということでも非致死的調査というものをふやしていく必要があるのではな

いかと考えております。 

  それからもう一つ、これも2005年の段階でつくった見解ではございますけれども、国

際的な議論の中でやはり出てきますのは、先ほどから幾つかございましたけれども、

クジラ類が大量の魚を食べるために生産資源が減っている、あるいはクジラがふえ過

ぎて海洋生態系が破壊されるおそれがあるというような、あるいはミンククジラが多

いために同じオキアミを食べるシロナガスクジラがふえないといったお立場あるいは

広報がされている場合がありますけれども、こちらはやはり先ほど申し上げましたよ

うに、生態系の変動というものは、その個体数変動をほかの動物種、全部合わせて、

ある１種類の動物の変動を見るのではなくて、全体的なバランスの上で考えなければ

本当の結論は出ませんし、そういう形で、基本的には、人間と違いまして、エコシス

テムの中にいる動物たちというのは、こちらの個体数が減ればこちらも連動して減っ

てという形で、全体的に例えば絶滅に追いやられるほど大きく崩れることは今までの

状況では余り観察されておりません。そういう意味では、逆にむしろ漁業の影響とい

うものを考慮に入れる形で改めて検討の必要もございますし、そういう形の広報を行

うということで、国際社会の中ではそもそも科学的でないというようなとらえ方をさ

れる場合もございます。 

  それから、沿岸の小型鯨類の捕鯨についてですけれども、こちらは、本当にいわゆる

水産資源としての調査が十分に行われているかどうかということに関しては、改めて
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検討の必要があると考えております。国際的な基準に照らし合わせて、本当に管理で

きるほど資源量が把握されているかどうかということに関して、やはり速やかにもう

一度調査を組み立て、実行していく必要があるのではないかと考えております。 

  それから、南太平洋とそれからインド洋のクジラ類のサンクチュアリに関してですけ

れども、こちらは1994年のＩＷＣのメキシコ会議におきまして賛成多数でサンクチュ

アリということで設定をされている海域になります。このサンクチュアリという考え

方は、改定管理制度によって資源量を推定し、そこから例えば漁獲量を決めて商業捕

鯨を再開するというような場面になったとしても、予測不能な自然界のさまざまな変

動というものを吸収する、保護とそれから利用を両立させる上では、サンクチュアリ

という考え方は非常に大事であると考えております。そういう意味では、この南氷洋

という地域は、もちろんクジラもそうですけれども、それ以外のさまざまな海洋生物

にとっても非常に重要な海域であると考えられておりますので、このサンクチュアリ

という考え方は尊重をし、南氷洋の捕鯨というものに関しては、例えば鯨類捕獲調査

であっても、それから商業捕鯨であっても、ＷＷＦとしては特に致死的なものに関し

ては必要性がないと考えております。 

  それから、最後にクジラ肉の国際取引についてですけれども、こちらはＩＷＣという

よりはワシントン条約によりさまざまな取り決めがされているわけですけれども、ワ

シントン条約にも加盟している日本政府としても、やはりワシントン条約の取り決め

というものは尊重するべきであろうと考えております。こちらは、特に国際取引の再

開についての議論というものはしっかりＩＷＣと採決の場で行われるべきですけれど

も、その際にもやはりとれたクジラというのは、特に１頭１頭が大きいですので、逆

に言うと、全頭調査といますか、すべてのクジラについてサンプルを採集して、ＤＮ

Ａのサンプルをしっかり登録していくという作業がほかの魚種に比べて非常にやりや

すいといえばやりやすいという状況がございます。そういう意味では、例えば取引再

開についての議論をするときのさまざまなデータを提供するという上でも、ＤＮＡの

サンプルの提出を義務づけてしっかり管理をしていくということが必要じゃないかと

考えております。 

  長くなりましたけれども、私のほうからは以上です。ありがとうございました。 

 

○大久保東海大学海洋学部専任講師 ただいまご紹介にあずかりました大久保と申します。
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パワーポイントの資料を使ってお話をさせていただきたいと思います。紙でも配付を

されているかと思います。 

  私自身は捕鯨自体に反対をしているわけではなくて、クジラも食べますし、塩くじら

のお茶漬けもたまに食べます。そして、シーシェパードの妨害活動であるとか太地町

の浜での嫌がらせというようなことには本当に強い憤りを感じますけれども、鯨類捕

獲調査のあり方を考えるときには、それだけではなくて、日本の捕鯨外交の中で鯨類

捕獲調査がどういった効果を持ってきたのかというのを検証して、その上で検討すべ

きではないかと考えております。 

  結論から申しますと、鯨類捕獲調査を軸とした日本の捕鯨政策というのは非常に説明

責任を欠いた状態にあるのではないかというのが私の考えでございます。そして、こ

れまで日本の捕鯨外交はどのような実態であったのかということをまず検証をした上

で、国内の捕鯨産業であるとか鯨肉の需要の実態、そしてＩＷＣ交渉、非常に膠着し

ておりますけれども、そういったところの現状を踏まえた上で捕鯨政策全体として再

考すべき時期に来ているのではないかと思っております。そして、鯨類管理という点

では、もちろん鯨は捕鯨の対象、資源ではございますけれども、広い海域を回遊する

野生生物でもありますので、そういった点で、１つの見方だけではなくて多様なかか

わり方というのがあると思いますので、利用だけでなく保全も強化するといった姿勢

は強く出していくべきではないかと考えております。 

  そして、日本の捕鯨外交を検証した上でと申しましたけれども、私は、2002年以降、

ＩＷＣの国際交渉にオブザーバーとして参加しておりますけれども、何年か参加して

おりますと、日本は本当に商業捕鯨の再開を目指しているのだろうかというのが疑問

に感じられます。そこで、2002年以降だけではなくて、歴史的に、具体的にはモラト

リアムが採択された以降ですけれども、日本政府が商業捕鯨の再開に必要な行動をと

ってきたのだろうかということの検証作業をいたしました。具体的には、商業捕鯨の

再開には何が必要なのかということを挙げまして、それに対して、実際にはどういっ

た外交上の行動が行われてきたのかを分析しました。そうしますと、最初は商業捕鯨

の再開のために鯨類捕獲調査を始めたわけですけれども、90年代後半以降には、特に

ＩＷＣの膠着状態が続く中で、鯨類捕獲調査の維持・拡大のほうが実は商業捕鯨の再

開よりも優先されてきたのではないだろうかと考えております。 

  細かいところになりますので少し飛ばしながらお話ししますけれども、先ほどノルウ
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ェーとかアイスランドとの対比というのが出てきましたけれども、日本はノルウェー

などと違って、ＩＷＣのもとで商業捕鯨を再開するためには、モラトリアムを解除し

なければいけない唯一の国であると思います。そういったときに、今、捕鯨支持側、

反捕鯨側で、盛んに自分の国を味方してくれる新規加盟国を加入させるということを

やっておりますけれども、これで４分の３の賛成を得られるまで新たに国に入っても

らうというのは非現実的ですので、そうすると交渉していくしかないということにな

ります。では、そのとき何が必要か、ということで４つ挙げてございます。 

  １つは、交渉しやすい雰囲気づくり。これは、もちろんＩＷＣでの合意が必要だから

ということもあるのですが、国内でも反捕鯨国と何らかの形で妥協をしないと、ＩＷ

Ｃのもとで商業捕鯨再開というのはできないと。２番目に、科学を尊重する国として

信頼してもらうこと。３番目は、反捕鯨国との実質的交渉ですけれども、ＩＷＣの交

渉では、日本側も反対国側も自分たちの立場を繰り返し述べるだけで、余り妥協する

というような雰囲気ではないわけですけれども、例えばほかの外交問題とリンクさせ

るなどといった、実質的に交渉を行うということが必要であるということです。それ

でもだめな場合は、ＩＷＣを脱退する戦略をつくること。これは、もちろんモラトリ

アム解除が失敗したときに脱退という戦略になるわけですけれども、ＩＷＣ自体、日

本が抜けてしまえばほぼ存在意義がなくなってしまうということで、これはＩＷＣに

とどまるとしても、強力なカードではないかと思います。 

  では、こういった行動をとってきたのかどうかということを、実際に会議の議事録で

すとかいろいろ資料に基づいて検証していくというと、こうした戦略は具体的にはと

られてきませんでした。交渉しやすい雰囲気づくりというのは、会議に出ている皆さ

んご承知のとおり、全然ないということです。国内では、捕鯨文化、クジラを食べる

のは日本の文化であるという言説を非常に強く打ち出してきたということです。 

  ここで、私は地域で伝統的に食べられてきたクジラ肉というのを否定するつもりは毛

頭ありませんが、日本全体の食文化であるということと地域の食文化というのは違う

のではないかということです。では、日本の食文化だというふうなことが言われ出し

たのはいつ頃からなんだろうということで、35年分、国会議事録と朝日新聞のデータ

ベースを使って捕鯨関連の記事を検索しまして全部読みますと、捕鯨問題の文脈で

「文化」という言葉が初めて出てくるのは1979年のことです。それまでは「貴重なた

んぱく質」というような言われ方をしていました。 
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  では、何で1979年に「文化」という言葉でクジラが語られるようになったのかという

ことですけれども、これは、日本捕鯨協会が国際ＰＲという広告代理店に、やはり捕

鯨をめぐる状況が非常に厳しいので、これからは文化であるということでアピールし

ていきましょうということで広報活動を委託し、それによってオピニオンリーダーの

グループが発足しまして、その中から出てきたのが「食文化」という言説であるとい

うことです。これをもって食べるべき、食べるべきでないということを言うのではな

くて、食文化と言う以上は、こういった言い方が最初はどこから出てきたのか、その

ルーツというのは押さえておく必要があるのではないかというふうに考えております。 

  次、２番目の科学面ですけれども、幾つか整理しながらお話ししますけれども、鯨類

捕獲調査自体が商業捕鯨の再開に貢献してきたのか。再開は実際されていませんけれ

ども、貢献するような内容であったのかということを見ていきたいと思います。鯨類

捕獲調査の定義ですけれども、今の鯨類捕獲調査が1980年代に開始された以前に、条

約第８条の規定を活用しようというのは、1970年代に既に出てきております。外務省

の作成文書、こちらは情報公開請求で開示していただいたものですけれども、ＩＷＣ

で70年代、捕獲枠がどんどん削られていきましたので、民間企業は非常に収益が悪化

してしまうということで、それを救済するために鯨類捕獲調査というものを考えてい

るということで、もともと産業の救済策として浮上してきたということが確認をされ

ております。 

  以前、鯨類捕獲調査の研究計画の策定に携わっておられた粕谷先生が言及されている

のは、長い調査期間が必要で、多くの捕獲が必要な研究計画をもともと作成するとい

うのが始まりであったと。この研究計画は事前にＩＷＣに提出するということなんで

すけれども、実際コメントや、いろいろな批判も出されます。こういった調査方法は

要らないんではないかということもありますし、捕獲する鯨の頭数はどうなのかとか

種類はどうなのかという指摘もありますが、実際、こうした指摘があっても、実質的

には言うことを聞かなきゃいけないということはありませんで、国際規制はないと。

自国の裁量が基本的にできるということです。 

  では、科学研究としてどう評価されているのかということですが、まずデータがすご

くとれているというのは事実ではございますが、管理の文脈でどうなのかといいます

と、ＲＭＰ、既にＩＷＣで正式に採択されている捕獲枠の算定方式ですけれども、こ

ちらには鯨類捕獲調査のデータというのは必要がないと。それと、掲げた研究目的と
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いうのが非常に難しいということで、例えば自然死亡率がゼロになる可能性も排除で

きないというような結果が出ている。要は、年をとらない、死なないクジラというこ

とになってしまうと。そして、普通の研究であれば、１回データが得られましたら、

十分時間をかけて解析をして、何がわからなかったのか、さらに何が必要なのかとい

うのを検討して新たな調査計画に入るということになりますけれども、鯨類捕獲調査

の場合は切れ目なくやっているということで、国際的に説得力のある科学研究という

ことにはなっていないと。 

  では、国際交渉という点ではどうかと申しますと、ＲＭＳ交渉を94年からやっており

ますが、日本は一貫して鯨類捕獲調査には国際規制をかけないというふうに主張して

おりますけれども、これは妥協を阻害してきた要因の一つになってきたということで

す。 

  改定管理方式に関しては、目視調査の結果と従来の捕獲統計があれば捕獲枠を算定で

きるということで、鯨類捕獲調査のデータは不要であると。 

  そして、先ほど来、少し話題になっておりますけれども、クジラと漁業の競合説です

ね。これは非常に2002年ぐらいにＰＲが盛んに行われましたけれども、要はクジラが

ふえ過ぎて魚がとれなくなっているということで、こちらは捕鯨論争と食料問題を結

びつけることによって、例えばアフリカ諸国ですとか、捕鯨はしないけれども、食料

問題であるのであればそれは大変だということで、非加盟国がＩＷＣに加盟して日本

の立場を支持してくれるということには貢献をしましたけれども、科学的な妥当性と

いうのは非常に多くの批判があります。前回の会合で横国大の松田先生もご指摘にな

られていたかと思います。ちなみに、2009年のＩＷＣ会合では日本の政府代表団から、

日本の科学者は漁業資源の減少の要因がクジラであると結論づけたことはありません

というような発言もありまして、要は仮説段階であるということだと思うのですけれ

ども、それを大々的にアピールしてしまうということは、やはり日本の科学の信頼性

というのを損ねてしまっているのではないかと。 

  商業捕鯨の再開が目的であるならば、鯨類捕獲調査はどういった役割になるのかとい

うことで、今後の話を少しいたしますと、第２期の南極海での鯨類捕獲調査の目的の

２番目ですけれども、複数のクジラを一括して管理するモデルの構築というのが掲げ

られております。けれども、複数種一括管理というのは非常に難しいということが指

摘をされています。ＦＡＯのテクニカルペーパーから引用しておりますけれども、そ
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ういったデータが得られても、複数種一括管理の管理方式というのをＩＷＣで開発を

するというのは、非常に可能性としては低いと。 

  例えば、南極海の海洋生物資源の保存に関する委員会というところで生態系アプロー

チを採用しておりますけれども、こういったところでも、とにかく生態系について考

慮するためには、生態系モデルを絶対につくらなきゃいけないということではなくて、

手元にあるデータで予防的で保全的な漁獲枠を設定するとか、これまでいろいろなさ

れてきた保全管理措置を組み合わせるといった方法になっております。注意したい点

としては、漁獲対象種をふやすのに上位の捕食者を間引くというような考え方は、こ

ういった国際的な漁業管理機関ではないということです。こういった複数種管理方式

を追求するというのは実現可能性が非常に低い一方で、ＲＭＰはもう既に正式採択さ

れていますので、ＲＭＰを尊重するということのほうが実は重要なのではないかと思

っております。 

  捕鯨政策の転換の可能性ということで、申し上げてきましたように、鯨類捕獲調査と

いうのを外交交渉の文脈で見ると、商業捕鯨の再開には貢献してこなかったといえま

す。今後も鯨類捕獲調査をずっと続けていって、じゃあいつかこれをもとに商業捕鯨

が再開できるのかというと、その可能性は非常に低いと思います。こういった状況で、

商業捕鯨の再開のため、これが目的であるからして鯨類捕獲調査は必要なのだという

ふうに税金を使い続けるというのは、説明責任という点では非常に問題なのではない

かと。 

  この検討会でも何度か話題になっていると思いますけれども、鯨肉消費が縮小傾向に

あるということ、そして副産物収入を前提に鯨類捕獲調査の費用を賄うという仕組み

自体が限界に来ていると指摘されています。そして、南極海で商業捕鯨が仮に再開さ

れたとして、そこに参入しますという意思を表明している民間企業というのは今のと

ころはないと。またＩＷＣの交渉を見ますと、昨年の議長案でも出ましたけれども、

南極海の鯨類捕獲調査の段階的廃止と沿岸捕鯨の公認というのが唯一実現可能なアプ

ローチであろうと見られております。 

  ＩＷＣが何とも動かないということで、少し現状認識ということで最後にお示しして

いますけれども、ＩＷＣは非常に安定的な構造にあるといえます。外から見ますと、

日本が鯨類捕獲調査に税金を投入して続けていく、それが可能になっているのは、商

業捕鯨が開始できないからであると。そして、対立しているように見えて、捕鯨問題
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で対立しているからといって、ほかの外交課題には影響が及ばないようにしましょう

ねということは、日本とオーストラリアの外務大臣が会談なんかをするとそういった

ことが確認をされたりするということで、何かを痛みを伴って解決するというような

機運にはなっていないということです。 

  反捕鯨国のほうも、日本をたたいていると、何となく捕鯨というかクジラを保全して

いるような感じで支持者にアピールできると。ですけれども、鯨類を国際的に管理し

ていくためには、捕鯨を全く認めないのではなくて、認めた上で管理することが必要

ですが、そういったことは一切やらないということで、国際管理というのは不在であ

ると。このままいくと、いつまでたっても国際管理はされないと。そして、調査捕鯨

のために説明責任を欠いた財政支出というものが積み上がっていくのではないかと考

えます。南極海での鯨類捕獲調査というのは、６年目で見直すということになってお

り、昨年度がちょうど６年目です。この機に、これまでどういったデータが得られて

きたのかとか、外交上どういった効果があったのかということを検証するという意味

で、一旦お休みをしてもいいのではないかというのが私の考えです。そして、鯨肉の

供給というのは沿岸捕鯨の方に主力を担っていただくというのが現実的ではないかと

いうふうに考えております。 

  以上です。 

 

○野村委員 いろいろとご説明ありがとうございました。 

  三軒さんがおっしゃっていたＮＨＫのテレビ番組の話は、前回の会合でも話題が出ま

して、私もＮＨＫのあの番組とそれから非常にやらせの映画だった「コーブ」という

映画を対比して、どっちかというとＮＨＫのほうはバランスがとれていたなという発

言をさせていただいたのですが、ＮＨＫの番組でさえ、ああいう非人道的な人格を疑

うような言動をする彼らの、言動の一部しか撮ってないということを聞いて、そうか

なという感じを新たにしております。何かやはり当局に取り締まって欲しい対象の人

だと思いました。 

  岡安さんと大久保さんに幾つか質問とコメントがあります。お二人の発言も非常にリ

ーズナブルで、私は、非常にすっと頭に入りまして、こういう考えもあるんだなとい

うふうに納得したところもあります。 

  ＷＷＦの文書についてですが、これは前回の会議でも紹介された話で、ＷＷＦジャパ
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ンが対話によって限定的な商業捕鯨を認めてもいいのではないかというポリシーを出

されたときにＷＷＦ本部からかなり叱責をされたというか反発をされたという話を聞

きましたが、前回の会議のときは、それでもＷＷＦジャパンのポリシーは変わってな

いというふうな発言を多分、松田先生が紹介されたと思いますが、そうでしょうかと

いう確認です。 

  それから、それに関連して、資料の２ページの１ポツの４で、絶滅危惧種でないクジ

ラの商業捕鯨の可能性というのがこれに関連すると思うのですが、これを見ますと、

ここでは沿岸ならいい、南氷洋はだめだというふうなニュアンスは全くないと思いま

すので、むしろ、ある意味では南氷洋のミンククジラの解明というのは、１．４の１、

２、３、４の全部を満たしているような気もほかのクジラに比べますとしております。

ただ、後で南氷洋のサンクチュアリのところとのリンクで、ＷＷＦジャパンとしては

南氷洋の捕鯨は、調査であろうが商業捕鯨であろうが賛成できないというふうな発言

をされたと理解していますが、それは、前のページの１．４のほうは南氷洋を排除し

ているわけではないけれども、サンクチュアリの設定に賛成であるので、南氷洋はや

めてほしいという理解でいいのでしょうかという質問です。 

  それから、ＩＷＣでの日本代表団の対応について説明をされましたが、もうちょっと

具体的に話していただければと思います。大久保先生がある程度詳しく話されていま

したので、それとほとんど同じだということならばそれで結構です。 

  あと、ワシントン条約のことは、私はちょっと岡安さんの意見とは違いまして、そも

そもＩＷＣとワシントン条約というのはその目的が異なっておりまして、あくまでワ

シントン条約というのは、絶滅しているとか絶滅に瀕しているとか絶滅に瀕する危険

がある種の国際貿易を禁止したり制限する条約ですから、そもそも絶滅に瀕していな

いという種がワシントン条約にリスティングされること自体がおかしいというのが私

の考えです。したがって、日本側が幾つかの種のリスティングに対して留保をしてい

るというのは、そもそもリスティングされていること自体が正当化されないというこ

とで異議を申し立てしたわけで、その事由が現在も変わっていない状況で、日本政府

としてその異議申し立てを撤回する理由は全くないというのが私の考えです。 

  これは教条的な話になってしまったんですが、もう一つ実態的な話といたしましては、

多分、岡安さんもご存じだと思いますが、ＩＷＣもそうなのですが、採決については

ＩＷＣが４分の３というマジックナンバーがあって、ＣＩＴＥＳは３分の２ですが、
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大体１回リスティングされますと、ディリスティングというか、リストから除外する

とかダウンリスティング、即ち附属書１から２にするというのは、不可能とは言いま

せんが極めて困難である。ですから、加盟国間でよっぽどの信頼関係がなければ、危

なくてつき合えないゲームだと思っております。 

  それから、大久保さんのパワーポイント、非常にわかりやすくて頭にすっと入ってく

るのですが、幾つかポイントがございます。 

  ＲＭＰの話はまさしくそのとおりでして、ＲＭＰの計算で南氷洋のミンククジラの捕

獲頭数が計算されれば、多分2,000頭ぐらいになるんじゃないかとは思いますが、ＲＭ

Ｐを実行するＲＭＳの完成が半永久的に遅れておりまして、したがって商業捕鯨の再

開の道がつかないということに尽きると思うんですが、そういう状況からしますと、

ＲＭＰに基づく商業捕鯨の再開というのは、今のところに絵にかいた餅みたいになっ

てしまっていると。したがって、確かに商業捕鯨の再開のために鯨類捕獲調査を開始

したのですが、ＲＭＰを目指せと言われても、それをフォローするロジックというの

は、とりあえず鯨類捕獲調査はあまりＲＭＰの成功に寄与していないんだから、そこ

はリンクを外して、ＲＭＰだけを頑張れと、鯨類捕獲調査とはリンクするなというお

話みたいな感じで聞きましたが、ただ、それを換言しますと、とりあえず鯨類捕獲調

査は縮小もしくは大幅に少なくして、もしくは禁止して、先の見えない商業捕鯨の再

開に頑張れということで、これもちょっとあんまり現実的ではないという感じがいた

しました。 

  あと、食文化のことは私も感心してこのルーツの話を聞いたんですが、確かに、言葉

の使い方としては食文化ということを言われたのはこのころかもしれませんが、それ

は大久保先生がおっしゃるとおり、確かに、このままじゃ捕鯨がおかしくなるという

ことで、この食文化でやるというのは多分そうなのかもしれませんが、それがどうし

て悪いんだという感じがいたしております。やはり何か一つの、食文化であれ別の行

動形態であれ、外国からの、理不尽かどうかは別にして、圧力で日本国民の慣行をや

めさせられる恐れがあるという状況においてどういう議論を張ろうかというふうなと

きに、いろんなオプションがあると思いますが、食文化ということを言ってどうして

悪いか。逆に言えば、捕鯨がなくなると、当然、鯨肉を食べる習慣がなくなります。

それはやはり一つの食生活の中断を意味するわけで、それを食文化と言っても私はそ

んなに抵抗はありません。 
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  クジラと漁業の競合のところは、前回も私は申し上げましたが、私も捕鯨の存続のた

めに漁業への被害を強調するというのは、ＰＲ的にあんまりいいイメージじゃないと

いう感じを持っておりました。ただ、大久保さんのところで書かれたのとちょっと違

うニュアンスの感じを持っておりますのは、非捕鯨国の途上国、具体的には多分アフ

リカですとかカリブ海のことだと思いますが、ＩＷＣに加盟して日本の立場を支持し

たというのは事実ですが、私の理解では、日本のロビー活動ももちろんあったはずな

んですけれども、やっぱり反捕鯨国側の議論というのが余りにも教条的で、一方的で、

彼らにつき合うと、自分たちのところの食料政策ですとか水産関係の政策に非常に悪

影響を与えると。そういうことを吹き込んだのは日本代表団なのかもしれませんが、

クジラが魚を食べるからということではなくて、魚もクジラも保護が目的ではなくて、

人間の持続的利用の対象として見るべきではないかという、そういう哲学に彼らが同

調したからだと思っております。 

  私もＩＷＣを離れてもう20年以上になりますが、私がやっていたときにはそういう光

景はなかったんですが、時々聞く話では、日本代表団が妥協に行こうとしたときに、

逆にカリブ海とかそういうアフリカの国から、そんな生半可な妥協をするなとたしな

められたという話が、うそか本当か知りませんがそういう話を聞きますし、あるとこ

ろでは、本当に信念を持って、魚もクジラも利用すべきたんぱく資源だというふうな

哲学を彼らが持っているからではないかと思っております。それは非常にある意味で

健康な日本へのエールだと思っております。 

○岡安ＷＷＦジャパン自然保護室長 ご質問を２つ、それからご意見を１ついただいたと

いう理解でお答えをさせていただきます。 

  まず、前回、うちの自然保護委員もお務めいただいている松田先生からのご紹介で、

2002年の捕鯨論争というところで、ＷＷＦの見解として、商業捕鯨の再開も認めると

いう立場をとったところ、ガーディアン紙からたたかれたとか、そういう資料が出て

おりました。議事をまだちょっと拝見していないので、松田先生がどういう発言をさ

れたのか詳しくは存じませんけれども、基本的には、松田先生の主張と余り立場は変

わらないとご理解いただければいいかと思います。この見解というのは、2002年当時

も出ておりましたが、それをさらに2005年にリバイズをして出せていただいているも

のですので、今現在も有効なものとして私どもは立場をとっております。 

  その中で、今ご指摘にありましたように、個別の問題についての商業捕鯨について１
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の４というところで、絶滅危惧種でないクジラの商業捕鯨の再開の可能性というとこ

ろに関しましては、以下の４つの条件がきちんと満たされている場合には否定するも

のではないという立場をとっております。これはクジラ類全体に関しての私どもの立

場でございますので、例えばそれがミンククジラであろうが、他のクジラに関しても、

基本的にはこの立場でございます。 

  一方で、先ほど申し上げましたように、南氷洋という特定の地域に関しましては、94

年にＩＷＣのほうでこちらはクジラ類のサンクチュアリとして保護をしていくという

決定が下されております。私どもの立場といたしましては、国際合意のもとに行動を

するというこが、やはり世界という視点から見ましたときに、一番生物の多様性を保

全するという上でも大事だと考えておりますので、その決定が現在も有効であるとい

うことを考えますと、南氷洋につきましては、クジラ類の、特に繁殖に非常に関係の

深い地域でございますので、特別に保護をするという意味で、ここでの捕鯨は回避す

るべきであるという立場をとっております。というのがご質問の１番目についてのお

答えです。 

  それから、ＩＷＣにおいての日本政府の対応ということで、こちらは私の後にご説明

をされた大久保先生の内容とほとんど一緒ですので、割愛させていただきます。 

  それから、ＣＩＴＥＳに関しては、特に水産資源を利用するというお立場の方は、Ｃ

ＩＴＥＳというのは絶滅危惧のそもそも少なくなってしまったものをいかにふやすか

という立場なので、資源をどう活用するかというコンテクトに合わないというお話を

よくされるんですけれども、私どもの立場といたしましては、もともとＣＩＴＥＳが

できたのは確かにそういう要素が強かったんですけれども、今は附属書に関しまして

も１、２、３と３つのものが用意されておりまして、例えば２番目ですと、国際交渉

をしっかり許可制でやっていくというような、ＣＩＴＥＳ自体も汎用性のある条約に

変わってきているということもございますので、クジラ類は、ＩＷＣだけではなくて、

特に絶滅のおそれのあるものについては、ＣＩＴＥＳでの管理が必要であると考えて

いるというところでございます。恐らく、こちらはご意見としていただきましたので、

立場が違うということになると思います。 

  ありがとうございました。 

○大久保東海大学海洋学部専任講師 ご質問、コメントをありがとうございました。 

  まず、ＲＭＳの完成が半永久的に遅れていて、商業捕鯨再開が先行きが見えないと。
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その中でＲＭＰを尊重と言ってもしようがないということだったと思うのですけれど

も、そうしますと、南氷洋での商業捕鯨の再開自体ができないということであれば、

それこそできない目標を掲げ続けるというのは、やはり説明責任という意味ではよく

ないのではないかというのが私の考えです。それでも食料としてとるのだということ

であれば、それはそれでいいと思うのですけれども。じゃあ、商業捕鯨の再開のため

の鯨類捕獲調査なのかというと、それはやっぱりニュアンスとしてかなり意味合いが

違うのではないかということ。 

  そして、ＲＭＳの完成に関しましても、非常に状況がどんどん悪くなっていってしま

っていると。以前でしたら、スウェーデンとかスイスなんかの方に聞くと、やっぱり

ＲＭＰが完成しているのにずるずると認めないというのは、自分としては違和感が非

常に強いと言っている方もおりましたけれども、ＥＵが統一のポジションをとるよう

になってしまったので、それは非常に厳しいというのはおっしゃるとおりだというふ

うに思っております。 

  もう一つ、食文化言説のルーツということで、それがどうして悪いのかということで、

いい悪いを論じたいわけではなくて、日本の食文化として認識をしていくという上で、

その出自といいますか、それは確認しておいたほうがいいのではないかというのが１

つと、食料、たんぱく質と言うときと文化と呼ぶときというのは、やはりかなりニュ

アンスがこれもまた違うと。どうしても文化である、そして正当であるということだ

けになってしまうと、丸かバツかの議論になっちゃうということで、要は量の問題、

例えば鯨肉をどのぐらい供給すべきなのかと。そして、そのためにどのぐらい外交コ

ストを、もしくは規制コストをかけるべきかという問題が受け入れるべきかというか、

屈するのか対抗するのかというような問題設定になってしまうということでは、これ

はちょっとよくないのではないかということで、具体的に丸かバツかの議論というの

を脱却していくという上で、少し相対化する必要があるのではないかと思っておりま

す。 

  もう一つ、クジラと漁業の競合説に関して、アフリカ諸国などの支持を得られた理由

となっているのではないかと申し上げましたけれども、これに関してはもちろん食料

政策ということもあるかと思います。私がこのように書きました根拠は、やはりＩＷ

Ｃの交渉に参りますと、こんなに魚を食べてしまっているというふうに口をそろえて

皆さんおっしゃるということで、もともとは仮説として披露したのかもしれませんけ
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れども、それがやはりみんな受け入れてしまうということになると、それが検証され

ていないという時点で、転換していくというのが難しい。やっぱり違うのではないか

というときにはしごを外すということになりますので、それは少し問題かなというふ

うに感じております。 

  以上です。 

○岡安ＷＷＦジャパン自然保護室長 サンクチュアリの中の鯨類捕獲調査ですけれども、

先ほど私が申し上げましたのは、あくまでも致死的調査に関してということです。 

○林委員 大久保先生に１つ質問とそれから三軒町長に１つ質問があります。 

  大久保先生に対しては、ご説明いただきました食文化の話ですけども、私も説明を聞

きながらちょっと疑問に思ったことは、食文化という言葉そのものとしては、確かに

割合最近になってから国会とかマスコミに出てきたということは、それは言えるかれ

もしれませんけれども、純粋に科学者としての研究手法として、この文化は実際にど

のころから日本の食文化というものになったと言えるのかということを突きとめたい

場合に、こういった国会の発言とか新聞記事の、いわゆるコンテンツ・アナリシスが

本当に正しいアプローチであるのか、ツールであるかということは、真剣に検討する

必要があるんではないかという気が私はしました。 

  というのは、そういう言葉として固まっていなくても、文化なるものが実態としては

日本に既に戦前よりもはるかまえに、10何世紀とか、あるいは縄文文化までさかのぼ

る人もいますけれども、あったことは確かで、ただ、それが日本の文化として固まる

のはいつごろになったかということは、単に国会でそういった言葉が言われたから突

然出てきたというわけではなくて、綿々と続いてきたいつかの時点において固まって

きたというようなことが言えるんじゃないかというふうな気がいたします。秋道先生

がいれば恐らくもっと詳しいことを聞けたのでしょうけれども、残念ながら今日はい

らっしゃいません。 

  そういうことで、研究者としてこの手法でいいのかどうか、本当にその点を詰めたも

のかどうかということをお伺いしたいということです。 

  それから、三軒町長に対して１つ素朴な質問ですけれども、私もＮＨＫのあの番組を

見させていただきました。そのとき非常に疑問に思ったことは、町のほうとして、ど

うしてもう少しシーシェパード等の妨害に対して法的な措置がとれなかったのかとい

うことです。例えば、車を発進することすら妨害されたり、明らかに私有地だと思わ
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れるところに彼らは入ってきているわけですよね。そういうことに対して警察なりそ

の他法執行機関がもう少し強い態度がどうしてとれなかったのでしょうか。 

○大久保東海大学海洋学部専任講師 食文化に関して実態として存在したことは確かであ

ろうということで、そういった実態としての文化というか、クジラを食べる習慣とい

うことを現地で丹念に追っていくという研究手法ももちろんあります。文化人類学者

の方もやっておられますし、渡邊洋之さんという方が書かれた「捕鯨問題の歴史社会

学」という図書がありますけれども、そちらでは、そういった現地ではどういうふう

にクジラの肉が消費されてきたのかというのを丹念に調べていくという研究は、私は

ございませんが、ほかでなされております。 

  同時に、そういった実地での調査を丹念にやってきますと、やはり食べる文化もあれ

ば食べない文化もあると。地域によって、「それは食べませんよ、うちの地域では」

というような地域もあるということで、そうなってきますと、相対的に見るならば、

食べる文化もあれば食べない文化もあると。じゃあ、殊さらに食べることだけが文化

であるというふうに言うのがフェアかどうかという問題がまた出てくるかと思います。 

  そして、国会議事録、新聞というのは本当に限られたリソースですから、もっと対象

を広くしてということはまさに研究としてはあり得ると思います。 

  以上です。 

○三軒太地町町長 最初は、ああいう妨害活動について、イルカを追い込んでくるときに

海に入ってわざと泳いだり、ボードを持ってきて若い女の人たちがやったり、アピー

ルするためにいろいろなことをやっておりました。最初は、漁業者も一般の人も彼ら

を止めさせるためにいろんなことをやっていました。その時はすごくおとなしかった

のです。だけど、地元の警察も保安庁もどうしても捕まえたいということでやってい

たのですが、中央から事件を未然に防がないとだめだと、事件を起こしたら漁業者も

一般の町民も捕まりますと言われた。だから、我慢をして、相手に対して威嚇などを

しないようにという指示が出たわけですね。 

  それで、この前の９月からの漁期のときも、たまたま自分は出張していたのですが、

夜帰ってきたら、警察、保安庁を交えて地元で協議しておりました。そのときに、地

元の警察が上からの指示で、どうしても反捕鯨の人たちがたくさん町に常駐している

ので、この状況で９月に漁を再開するというのはいかがなものかということで、９月

の漁期開始を延ばそうとしたのです。自分は帰ってきて、その話を聞いたときにそう
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いうことを言われたので、ちゃんとした法的手順を踏んで、９月から漁をする者を圧

力でとめることは絶対に許せないと言って、私の責任で９月１日からやりなさいと漁

に出したことがあります。 

  それから、国に頼って、またいろいろな役所に頼っても、彼らを取り締まる法的根拠

は一つもないのです。あれよりもっとひどい現状なのに、ＮＨＫは比較的公平に撮ろ

うとするからあの程度の表現になりますが、この前、議連に行ったときも入国管理局

の課長が来ていましたが、条例違反では国外退去はできないのです。町ができること

といったら、条例違反ぐらいしかないのです。だから、警察も保安庁も先にやはり町

は職員が出て行って注意してくださいと。その後、我々が、警察が出て行きます。だ

けど、ここから入ったらだめですよという、危険地域ですよということになっていて

も、たとえ入っても、逮捕はできないわけですね。改めて本当に南氷洋で守れるのか

守れないのかの問題ではなく、国内でも守れないのです、日本の法整備というのは。 

  だから、どういうことを議論しているのかよくわかりませんけども、クジラだけでは

なくて、日本の国民を国が全然守れないということは、北朝鮮のこともそうですけど、

改めて実感をしたということです。町ではもうどうにもならない。県でもどうにもな

らない。地元の警察でもどうにもならないのです。これは国の法の問題だと、私はそ

う思っております。 

○谷川委員 今の三軒町長のお話を承ってなんですけど、この南氷洋の鯨類捕獲調査も今

年の秋、再開するかどうかでこの委員会で一応議論するわけですが、副大臣が先ほど

もご挨拶なさったけれども、前回も海上保安庁の船を出すのがいいのか、出せるのか

どうかというようなことが一つの具体的な議論点にはなるわけです。それで、ただ、

聞くところによりますと、今まさしく三軒町長がおっしゃったように、海上保安庁が

たとえ南氷洋に行っても、あるいは実際船に乗っていったわけですよね、海上保安官

が複数名、２回、今回と前のときと。ところが、実際には何もしない。行動をとらな

い。そして、今、町民の皆さんに耐え忍べと言ったことと同じことを、今回も母船に

乗っていた海上保安官は指示するだけで、結局、鯨類捕獲調査船団を守るということ

は何もできてないということなのです。 

  今、国家の法の問題だと。法治国家だと日本は言っていますが、私は今日の参考人と

いうか皆様方にお聞きしたいのですけど、いろいろ問題点はあるし、もっといろいろ

あるのですけど、南氷洋の鯨類捕獲調査のシーシェパードの攻撃に対処するというこ
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とに関して、海上保安庁の船を出すについてのご意見を、今の三軒町長みたいに、実

際に自分の町にそういう連中が来ている、そういう経験を踏まえてのご意見等で承れ

ればありがたいと思うのですが、皆様からご意見を聞きたいなと私は思います。 

○宮原水産庁次長 それでは、南氷洋の鯨類捕獲調査に対して安全対策として海上保安庁

の船を出すべきかどうかという質問に対して、有識者の皆さんからお答えをいただき

ます。 

○下道小型捕鯨協会会長 この問題については、やはり国際捕鯨取締条約８条に基づく権

利として我々はやっており、それを途中で今年は帰ってきたとは全く理不尽なことで

あり、我々の生命、財産を日本政府が守る義務があるわけですよ、我々を日本国民と

して。ですから、それについてはぜひ私はやってもらいたいと思います。 

○三軒太地町町長 副大臣は、同じようなことだったらやる意味がないというようなこと

を言われましたが、自分も公明党、民主党、自民党という議連に出ますけど、その中

でいつも国会議員が言っているのは、役所に対する攻撃だけです。我々が先生に訴え

ているのは、先生、これは官邸の問題ですよと。国が強い意思を持って断固この調査

をやるという意思がない限り、幾ら儀式みたいに役所に対して、おまえたちがよくな

い、警察は何やっている、保安庁は何やっていると言っても、みんな現場ではじくじ

たるものがあるのです。南氷洋でもそうです。 

  だけど、一番の問題は、やはり国の国会の先生たちが、また官邸に強い姿勢があるの

かということです。この調査をやるのにそういう思いがあるのかないのかだけの話で

す。それだったら、法律でもいろんな解釈ができるはずです。それができないという

こと自体が今の官邸の考え方、また今までやってきた国会の責任だと、自分はそう思

っています。当然、巡視船を出して強い姿勢を示すべきだと自分は思っております。 

○日野株式会社日野商店会長 私の社員の友人も南極海の調査船に乗っているのですが、

そうすると、やっぱりみんな嫌だというのです、家族が怖いから。ということは、私

はやっぱり日本政府がきちんとそういうことを対処できていないから、そんなものが

南氷洋へ行ったら、初めから目的は達成できないですよ。だから、やっぱりきちっと

していただきたいと思いますね。 

○岡安ＷＷＦジャパン自然保護室長 南氷洋での鯨類捕獲調査ありきというところでお返

事をするのはちょっとつらいところがございます。まず、やはり南氷洋の鯨類捕獲調

査、致死的な調査を本当に続けるのかどうかというところが、最終的に国際的には合
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意の得られる形になった場合には、自然に一つは解決に向かう問題ではございます。

シーシェパードの態度をＷＷＦが認めているわけでは決してございませんし、どのよ

うな理由であれ、南氷洋の生態系に、例えばそこでドンパチやること自体がダメージ

を与えますので、こういうことには断固として反対はしておりますが、ただ、鯨類捕

獲調査をするために海上保安庁の船を出すべきかどうかという議論は、多分その次に

来るものだろうというのが私どもの今現在お答えできる立場です。 

○大久保東海大学海洋学部専任講師 海上保安庁の船を派遣すべきかということですけど、

それ以前に、巡視船が行けば有効な対策ができるのか、より安全が確保されるのかと

いう構成、そして法的根拠ですね。もし捕まえてくるとして、どういった法的根拠で

捕まえてくるのか。そして、海上保安庁自体にそれに随行できるようなリソースがあ

るのかどうかということをやはり検討しなくてはいけないと思います。私自身は、そ

ういったことに関して熟知していないのですけれども、直勘的には難しいのではない

かなという考えを持ってしまうというのが今のところの考えでございます。 

○阿南委員 今日はありがとうございました。 

  三軒町長にまずは聞かせていただきたいと思います。先ほどの食文化という話も出て

いましたけども、鯨肉の普及・販売の努力をされていて、学校給食や病院に取り入れ

るというお話を聞きました。けれども、食文化といいましても、実際にはもう鯨肉は

ほとんど食べなくなっているという状況だと思います。また在庫も非常に膨らんでい

るという話も聞いております。学校給食や病院食を中心にしながらこの普及・販売の

努力をされていく上で、沿岸で行われている今の捕鯨の漁獲量で十分賄えるのではな

いかなと思っているのですけれども、いかがでしょうか。 

  そして、太地町は私も時々参りますけれども、イルカ漁もやっています。消費が進ま

ない状況の中でイルカ漁の必要性というものについてどのようにお考えになっていら

っしゃるのでしょうか。 

  それと、今日はＷＷＦの岡安さん、そして大久保さんには、本当に大変詳しいところ

までわかりやすくご説明いただいて、私は大変納得いたしました。特に、非致死的調

査に切りかえていくということは、南氷洋で調査をやる上で、またほかの地域におけ

る調査についても私もそのとおりだと思います。オーストラリアなどでは目視で生態

の調査をしているという話も聞いております。そういうことがＩＷＣでちゃんとコン

トロールされて、了解されて、それが科学的なデータとして、国際的なデータとして
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共有されていくということが考えられるのかどうかということについてお聞かせくだ

さい。 

  そしてそれとの関係で、大久保に、鯨類の国際的管理は不在のままであるということ

についてお教えください。鯨類調査についても同様に国際的に共有されていない状況

があるのかどうか、お聞きしたいと思います。 

  以上でございます。 

○三軒太地町町長 学校給食について言いますと、これを普及するときに、反捕鯨の人

たちは、沿岸のクジラにはいろいろな病気とかそういうのがあるという宣伝活動をや

ります。私たちがこれを普及するときは、南氷洋のきれいなところで泳いでいるクジ

ラですよという単純明快な説明をしないと、難しいわけですね。その後、科学的なデ

ータを、相手方に、学校にも示すというやり方をやっております。 

  本来、鯨類捕獲調査というのは、その副産物というのは、国が補助しているので、

やはり公共的なことに利用するということが私は大事だという考えでした。南氷洋全

盛でクジラをとっていて、捕鯨がＩＷＣでとめられたときに高級品になりました。そ

のときこそ、鯨類捕獲調査で安く子供たちに食べさすということを続けていく必要が

あるということを訴え続けてきたわけですね。それをかなえるには、やはり調査をや

っている副産物は、そういう公共的なことに使って、沿岸の捕鯨というのはやはり地

域を潤おす為にやるのがいいと、私自身はそう考えております。 

○阿南委員 沿岸捕鯨の漁獲量でそうした鯨肉の需要は賄えるとお考えかどうか教えて下

さい。 

○三軒太地町町長 それは賄えないと私は思っております。今まで我々は学校給食でずっ

とやってきたわけですね。これについて、沿岸の今の頭数では、民間の売るのも入れ

て、需要を全部賄える範囲ではないと思っています。これが広がれば。 

○阿南委員 イルカ漁をやる根拠はどうですか。 

○三軒太地町町長 これについては、先ほども説明したとおり、イルカをいろいろなこと

に利用する。その時代時代でいろいろなクジラとのかかわりが地域というのはあるわ

けですね。その中で、過去、現在、未来、我々の町はクジラとのかかわりをやめない

と宣言してきましたが、そのイルカのおかげで公社も黒字になりましたし、くじら館

も黒字になりました。また、今、漁業者に特化する若い人たちは、イルカ漁をしてい

る人たち以外、若い人たちというのは余りいないわけですね。だから、そういう地域
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のことから考えれば、今イルカ漁が地域を潤しているというメリットというのは我々

の町では大きいと思っています。 

○岡安ＷＷＦジャパン自然保護室長 ＩＷＣの科学委員会で非致死的調査が実際に科学的

根拠として受け入れられるかというのは、既にＩＷＣのほうではそういう調査の組み

立てをして、各国の協力を得て、目視調査で今やってはおります。これは日本政府も

協力しているところなので、技術的な進歩がより非致死的な調査で済むようになって

いるというのが、ＩＷＣの科学委員会の中でも主張する科学者もおりますし、ＷＷＦ

のネットワークでもそういう立場にあります。 

○大久保東海大学海洋学部専任講師 鯨類の管理が不在であるという点にコメントをいた

だきましたけれども、まさに現状ですとＩＷＣでそもそも合意をする気が皆さんある

のかというと、そこが非常に疑わしいというのがまずあります。というのは、やはり

ノルウェー、アイスランド、日本とそれぞれがそれぞれのスタイルで捕鯨をやってい

る。そこには国際規制がかからないということが一方であり、他方で、やはり反捕鯨

国というのは、管理をするということは、少なくとも捕鯨活動を認めなきゃいけない

というところで、まずそこが受け入れられないというような態度が非常に年々強くな

ってきているということで、例えば昨年、アガディールでの議長提案というのがござ

いましたけれども、反捕鯨側にも配慮してサンクチュアリを新しくつくるとか、いろ

いろなメリットを幾ら入れても、南極海に関して捕鯨を認めるということがどうして

も言えないというような感じがしています。ですから、このままそれぞれがそれぞれ

のスタイルでやっていくというようなことがこれ以上長期化してしまうというのは、

非常に管理がされていないという意味では問題だと思います。 

○櫻本委員 大久保先生にお伺いしたいのですが、科学研究としての評価というところで、

ＲＭＰによる捕獲算定には鯨類捕獲調査のデータは必要ないというふうに書かれてい

るのですけれども、もともと鯨類捕獲調査のデータというのは、ＲＭＰに必要だから

やっているわけじゃないと思います。モラトリアムが設定されたときに、少なくとも

1990年までにこういうことをしなさいという宿題が大きく分ければ２つあったと思い

ます。一つが管理方式を開発しなさいということ、もう一つはクジラに関する包括的

な評価をしなさいということでした。その後半の部分に関連して鯨類捕獲調査という

のが計画されたというふうに私は理解しています。ＲＭＰというのは、もともと、そ

の当時の時点で、利用できるデータを使ってある程度まで精度よく管理ができる方法
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を開発するということを目的に開発されたものですから、この２つはもともと違うも

のだというのが私の理解です。 

○大久保東海大学海洋学部専任講師 もともとの鯨類捕獲調査を始めたころというのは、

まさにデータがないから不確実性が高いからモラトリアムだということで、自然死亡率

を初めとする難しいデータを解析しようというのがあったと思うのですけれども、そう

いう意味では、管理の文脈で調査が必要なのかどうかということが、このように税金を

投入して大規模にやる場合に必要だと思うのですが、致死的調査のデータを使わなくて

も済むのであれば、現実的に入手できるデータだけで管理するという考え方は当然あり

得ると思いますので、ＲＭＰが採択されるまでは、こういうデータが必要だから調査を

始めたというのは成立すると思いますけれども、ＲＭＰの完成を見て、それがＩＷＣも

採択をしていますので、管理はこの方式でいきましょうということを決定しております

ので、その後に関しては調査は必要ないという理解です。 

○櫻本委員 ですから、捕獲枠の算定には必要ないのですけども、モラトリアムを設定し

たときに２つの宿題があって、１つは管理方式をつくりなさいということですね。も

う一つは、クジラに関する包括的な評価をしなさい。つまり、生物学的ないろんな情

報をもっと正確に集めなさいという、２つの条件があったわけですね。ＲＭＰの完成

というのはそのうちの１つの答えであって、ＲＭＰが完成したからじゃあもう一個の

ほうはしなくていいということではないと思います。ですから、鯨類捕獲調査という

のはもう一つの宿題を解決するために組まれていると。鯨類捕獲調査という面からも

既にもうモラトリアム解除の要件は満たしているけれども、モラトリアムが解除され

ていない現状においては、その宿題の一つが継続していても構わないというのが私の

理解です。 

○野村委員 今のフォローアップですけれども、今、大久保さんから、捕鯨に対する国際

管理がないというお話だったと思うのですが、今は捕鯨はやられていないので、国際

管理のしようがないわけですから、当たり前のことであり、情けない話ですが管理以

前の問題だということです。 

  それで、これは櫻本先生の話のフォローアップですが、ＲＭＰというのは、私の理解

では、ある１つのデータをインプットして安全な捕獲枠を計算するという方式であり

まして、商業捕鯨をやる部分の一部にすぎないと思います。将来、商業捕鯨が再開さ

れる見通しは今のところ非常に暗いと申し上げましたが、そういうシナリオは条約上
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あるわけでして、ですから、将来商業捕鯨が再開されるときには、南氷洋の調査デー

タというのは、必ずその管理に必要になると思います。これは、ＲＭＰのもっと上の

ＲＭＳを実施する過程において、日本の鯨類捕獲調査のデータは随分有用になると思

っております。 

  それから、鯨類捕獲調査に対して余り国際的な協力がないのではないかというお話だ

ったのですが、多分、日本側としてはぜひ各国の科学者に調査船に乗ってくれと言っ

ているのではないかと思っていますが、もちろん、反捕鯨国の人たちはそれに乗るこ

とに対して抵抗もあって、いろいろと現実的には難しいということだと思います。 

  調査内容について日本政府がＩＷＣに提出するというのは、科学委員会での検討に委

ねているわけでして、いいかげんな調査だとそこでつぶされるわけですね。法的につ

ぶされるというよりも、科学的におかしな調査はとてもできないのです。そういう意

味では、日本の調査というのは科学委員会でかなり吟味された内容だと思っています。

その中で国際的に協力できるものやいい提案があれば受け入れているということだと

思います。 

  ですから、そういう意味で、法的には調査というのはあくまで各国との協議で合意し

てやるという義務はないのですが、実態的には決して一方的に日本が勝手に自分たち

の理屈だけで鯨類捕獲調査を強行しているというふうには私は思っておりません。 

（下道氏・三軒氏・日野氏・岡安氏・大久保氏退室、休憩） 

 

議題（２）取りまとめに向けた論点整理 

○宮原水産庁次長 議題の２でございまして、取りまとめに向けた論点整理ということで、

その最初の作業といたしまして事務局がたたき台をつくってきてございますので、ま

ずそれを説明してください。 

○花房資源管理部遠洋課長 資料４でございますけども、これは、これまで３回の検討会

中で委員の方からご発言いただいた主な意見ということで、事務局のほうで取りまと

めさせていただきました。論点として、調査の正当性、調査の科学的な意義、調査の

仕組みと財源、それから反捕鯨ＮＧＯの妨害を踏まえた南極海調査の実施、その他と

いうことに分けておりますが、多分、こういう形でまとめたときには、ここは言い足

りないとかこれには反論があるとかいろいろあると思います。さらにもっとこの部分

が欠けているのではないかとか、また、こういう観点もあるのではないかということ
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でご議論いただければと思います。 

  以上です。 

○宮原水産庁次長 資料４については、一応見ていただいているということを前提に、ぜ

ひご意見を今伺いたいと思います。もちろん、ご質問も結構でございますが、ここを

どう変えてほしいですとか、意見のポイントを加えてほしいだとか、そういうことを

ぜひお聞かせいただければというふうに思います。 

○阿南委員 調査の正当性のところですが、国際法上認められた正当な権利ではあるけれ

ども、やめる理由は全くないという書き方はちょっとおかしいと思います。やめる理

由が全くないというふうな論点ではなく、鯨類捕獲調査について今後再考するという

くらいの表現のほうがいいのではないかというのが１点です。 

  それと、その次のポツですが、不当な妨害を受けていることを国内、国際世論に対し

ＰＲしていくということですが、この不当な妨害を受けていることのみを表立ててＰ

Ｒしていくということではダメではないかと思います。そこだけをやってしまうと、

シーシェパードの妨害活動ということだけで反発していると論じられても困りますの

で、ここは現状と事実をしっかりと述べたほうがいいと思います。 

○宮原水産庁次長 それでは、項目に沿って進めたいと思いますが、１の調査の正当性に

ついて、今、阿南委員からご意見いただきましたが、ほかにご意見があればお願いし

ます。 

○林委員 今のご意見を斟酌しまして、１つ目のポツと２つ目のポツを合わせて３つにし

て、最初は法的に正当性があるということ、そこに捕鯨条約８条も一緒にして第１項

にし、２つ目に、今行われている捕鯨調査は国際法上の正当な調査であるということ。

それから３つ目が、現在あるいは過去に、近年行われてきている妨害は不当なことで

あって、これを今までもＰＲはされているわけですけども、これまで以上にあらゆる

機会を通じてＰＲしていくべきであると。こういう３点にしてはどうかという意見で

す。 

○高成田委員 これは両論併記みたいにするのですか。意見が異なっている場合には。 

○宮原水産庁次長 今の段階では意見が異なったものは異なったまま書きます。それで、

また次の機会に議論していただいて、まとまるものがあればまとめていくということ

にしたいと思います。今の段階では、皆さん方のご意見を全部入れていくというとこ

ろでございます。 
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○高成田委員 それでは、まず１番のところで、私は正当な権利であるということはその

とおりだと思います。そしてまた、現状としていろんな妨害を受けているということ

もそのとおりだと思います。ただ、国際社会の中で、これ以上南極海における鯨類捕

獲調査を続けることが日本の評価を高めるとは思えないので、私は段階的に縮小して

いくという方向性をとったほうがいいというふうに思います。ただ、直ちにやめろと

言っているわけではありません、段階的に縮小という方向を目指すべきであるという

意見を持っております。 

○谷川委員 再考するとか段階的に縮小するというご意見が出ましたけども、それならば

私も再度、態度表明というか意見表明します。やはりこの検討委員会の趣旨として、

鯨類捕獲調査を安定的に続けるために、今回シーシェパードの妨害があって混乱して

いるが、今後どうするかというのでこの委員会が招集されているわけですから、それ

も踏まえて、先ほど有識者の方も異口同音におっしゃっていましたが、ああいう過激

な環境テロリストの妨害があったからやめますというのは、それは筋が通らないでし

ょうということですね。だから、そうであれば、私はやめる理由は全くないという書

き方はこのままでいいと思います。 

  今日の有識者の方の感想も含めてですけど、国際的な批判、国際的な批判と皆さんお

っしゃるのですが、はたして国際的な批判とは何なのかということです。それは反捕

鯨の立場の人たちの批判であって、国際的批判があるというと、世界じゅうが日本に

対して何か悪いことをしているみたいなことを言っているように受け取られがちです

が、そもそもクジラを食料資源としてとって食べるという、そこのところでそれは駄

目だという人たちと、いや、伝統的に食べてきて何が悪いという人たちとの根本的な

違いですよね。だから、そこまでさかのぼって考えたときに、それをいろんな理由で、

知能が高いとかかわいいとか哺乳動物だとか何だかんだと言いって、とって食べては

駄目だと言う人たちの批判を国際的な批判と一言で言うことについては、私は気をつ

けなきゃいけないと思います。 

○野村委員 この検討会の目的は、多分、水産庁、農水省の趣旨は別にして、いろんな意

見を聞くということですから、結論ありきである必要は全くないと思います。ですか

ら、もちろん鯨類捕獲調査の縮小もしくは場合によっては段階的な廃止というのも一

つの議論になって別段おかしくないと思います。そういう前提の上で、私は個人的に

は原案どおりでいいと思います。 
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○高成田委員 もう一言加えていただきたいのですが、今の鯨類捕獲調査が外から見たと

きに商業捕鯨の代替になっているというふうに見られるという部分で、そこが国際的

な批判にもなっているということを付け加えていただければと思います。動物愛護だ

けではなくてという意味です。 

○宮原水産庁次長 それでは、先に進ませていただいて、２の調査の科学的な意義の部分

についていかがでしょうか。 

○阿南委員 今日のＷＷＦや大久保さんのお話を聞きますと、科学的なレベルが高くて世

界の最先端というところもちょっと疑問だと思いましたし、非致死的な調査も可能で

あるとされていて、ＩＷＣでもそのような調査が推進されているということなので、

もし調査をするならば、そういう調査方法というのも有効であって、国際的にも共有

できる仕組みであるということを言ったらいいのではないかと思いました。 

○野村委員 今の阿南さんのコメントの関連なのですが、確かに調査レベルを高く評価す

るというのは一方的な我田引水の表現かもしれませんが、櫻本先生もおっしゃったよ

うに、内容自体は、科学的に非常に評価されているものであり、もちろんＩＷＣの科

学委員会の中でもいろいろと批判する人はいるでしょうが、全体的には調査の結果得

られたデータ自体をそんなに批判するような意見はないので、その科学的なレベルの

高さというのは、表現は別にして、維持したほうがいいと思っております。 

  それから、致死的・非致死的というのは昔からの哲学論争で、誰も非致死的調査の有

効性を否定しているわけではないのですが、問題はどれぐらい致死的調査が必要だと

いうことになると思います。当然、鯨類捕獲調査をやっているグループとしては、科

学的にはこれだけの統計的な有意性を持った標本がいるからということですし、目視

だけでは資源量はわかっても、動向がわからない。やっぱりどうしても解剖しなきゃ

わからない部分というがありますので、科学的には致死的な調査の必要性を完全に否

定することは出来ない。ですから、もっと非致死的調査も活用するべきだというのは

一つの意見であると思うのですが、非致死的調査ほうが大事だというふうに書くと、

バイアスがかかってしまうと思います。 

○高成田委員 科学的な調査の意味合いとしては、要するに食料資源としてどれだけ使え

るかというところだとすると、基本的にはある程度、特にクロミンククジラについて

は、資源的な問題は少ないというところで１つの結論が出ているような気がします。

そうすると、毎年毎年500頭とか800頭をとって、これ以上の何の結論を得るのかとい
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う気がします。科学的なデータは南氷洋においてクジラをとっても大丈夫だというこ

とで、あとは政治の世界の話あるいはＩＷＣにおける結論の話であって、調査という

意味では、もうこれ以上、どうしても日本がやる必要があるとは思えません。 

  それから、もう一つ気になっているのは、これは沿岸捕鯨もそうなのですけども、実

際に調査というと一番に先に出てくるのは、胃の中に何が入っているかということで

す。魚が入っている、小魚が入っているということで、クジラが漁業資源を危うくし

ているということになるのですが、この間の松田先生のお話では、このことだけをあ

んまり言わないほうがいいということがありました。そうすると、「最先端で学術的

意義が高い」といいながら、調査の中で１つの結論というのが、クジラが魚を捕って

しまうので魚類資源が危なくなるというところだとすると、この問題の権威が疑問を

呈しているというところは、真剣に考えるべきではないかと思います。 

○谷川委員 大久保先生のコメントがすべてではないという話はあります。たまたま有識

者として出ていらっしゃった方の言うことがすべて正しいというわけでもないわけだ

から、それがまずあると思います。 

  もう一つ、これも前に申し上げましたが、鯨類捕獲調査をやるというのは、今日も有

識者の方からお話がありましたけれども、やっぱり捕鯨技術の伝承というのがあって、

それは、1982年に不当にクジラをとることを停止に追い込まれたという前提から始ま

って、その抵抗策として選んだことでしょう。もちろん、それは先ほど櫻本先生のお

話があったように、82年のときの宿題の一つで、資源量はどうなのかということはあ

るけれども、それこそ今日どなたかが言っていましたが、外交とか国際的な日本の立

場という戦略・戦術の中でこの鯨類捕獲調査の道を選択してきたのでしょうね、当時

の担当者の人たちは。やっぱり捕鯨技術の伝承と、それが南氷洋でやるというのは沿

岸とは違うということで、もちろん船の大きさも全然違いますし、そこのところもや

っぱりこれは重要だと私は思いますから、忘れては困るなと思うわけであります。 

  皆様方に切に私は訴えたいのは、この間の米澤先生の話もありますし、今日の日野さ

んのお話もそうですけど、やっぱり歴史的な経緯というのは常に忘れてはいけないの

であって、どうしてこういう事態になって、しかもＩＷＣの膠着状態が何十年も続い

ているのかという、そこのところですよね。それを踏まえた上で、現在の鯨類捕獲調

査を選択しているということと、それに対する過激なシーシェパードの攻撃というも

のを人権上どう考えるかということで、ぜひ歴史的な経緯をお忘れなくお願いしたい
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と思います。 

○櫻本委員 今のご意見とも関連しますが、資源研究者という立場から言うと、もう十分

に南氷洋でミンククジラの商業捕鯨を再開してもいい、全く問題なくできるという状

態になっていると思います。ＲＭＰを使って捕獲枠を算定してやれば、もうそれで済

んでしまう話なのに、どういうわけか、その理由を一言で述べるのは困難ですが、そ

れが実現できていない。だから、今の状態というのはかなりゆがんだ状態であるとい

うことは事実だと思います。ですから、そのゆがんだ状態の中で鯨類捕獲調査がやら

れているというのが現状です。本来の姿に、すなわち商業捕鯨という形にもどしても

いいと、私は資源研究者としてそのように思います。 

○宮原水産庁次長 科学的な意義というよりは、今までの経緯ですとか現状ですとかとい

うことがありますので、調査の正当性のところにもう少し書き加えたいと思います。 

  高成田委員と阿南委員のご意見は、２の４つ目のポイントをもう少し書き直させてい

ただいて、致死的調査・非致死的調査の関係と、これまでどれぐらいやってきたとい

う話を書き加えさせていただきます。 

○阿南委員 今のお話ですと、それでは、もう鯨類捕獲調査は必要ないということですか。

歴史的役割は果たしたということではないですか。 

○櫻本委員 いやそれは、商業捕鯨が再開されているという前提であれば、今のような調

査は必要ないかもしれないということです。 

○谷川委員 阿南さん、それは違いますよ。ＩＷＣという場においては、反捕鯨の国々の

理不尽な会議の構成や運営が行われていて、本来、真っ当に科学的に議論すれば、こ

れはもっと前に解決していることなのです。それが異常な状況の中でやっぱり持続的

に資源を利用しようというグループが、先ほども説明があったけど、カリブ海とかア

フリカの国々とか、あの人たちは何も日本が好きで支持しているわけではなく、要す

るに、自分たちもあらゆる食料資源を今後考えたときに、海の幸でも、山の幸でも持

続的に利用していくという根源的な権利は譲れないということで、ここは踏みとどま

らなければいけないから頑張っているわけです。そういうことですから、そういう中

で鯨類捕獲調査は必要だということだと思います。 

○阿南委員 それなら、鯨類捕獲調査ではなく、商業捕鯨について議論を再開しましょう

と、あるべき姿について議論すべきではないですか。 

○谷川委員 いやいや、だから、それを言っているのです。前にもお話ししたけど、それ
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をずっと日本は言っているのであって、日本だけではなく、ノルウェーだってアイス

ランドだって、日本と同じ考え方をしている国々は言っているのですが、それを反捕

鯨の国々が一切まともに受けとめて話に乗らないから、そういう膠着状態になってい

るということです。 

○高成田委員 ２番目の調査の科学的な意義という項目をわざわざ独立しなくて、調査は

十分に正当性があるという中のポツの中で、「その調査は科学的にも十分意義があ

る」という意見があったというところでいいのではないか。調査の科学的な意義とい

うことになると、もう調査の役割は終わったのではないのという議論もでてくるので、

２番のこの大枠を外したらどうですか。ご検討ください。 

○宮原水産庁次長 ありがとうございます。それで、阿南委員のご意見も入れるようにし

ます。それでは、次に、３番目のポツの調査の仕組みと財源についてお願いします。 

○高成田委員 私は、仕組みをもう少しすっきりしていただきたいと思っています。それ

は、国が行える調査事業であれば、国の下に実施機関として鯨研があることはいいと

思いますが、用船をするというのは共同船舶でやって、その後、副産物の販売を共同

船舶に任せるという仕組みのあたりから、鯨肉の販売代金が未収金になっているとい

いうような話も含めて、不透明になっている感じがあります。そういう意味では国民

あるいは納税者にわかりやすいのは、一体国が幾らこの調査事業に支出していて、そ

して用船料が幾らかかって、そしてたまたま出てくる副産物をどう処理して、そこの

部分が黒字になっているのか赤字になっているのかはっきりさせていただきたいと思

います。そうすると、多分わかりやすいのは、副産物の販売部分は分離して、そこで

売買と在庫管理を１つの組織として明らかにしていくという仕組みのほうがわかりや

すいと思います。今の用船と鯨肉販売を絡めるという仕組みはわかりづらいというこ

とであります。 

○阿南委員 そこは、あくまでもこの鯨類捕獲調査を継続していく場合ですね。 

○高成田委員 そうですね。近海も含めてですけど。だから、今後続けるのであれば、そ

れは２ポツのような、国の予算で実施すべきだと私は思います。 

○宮原水産庁次長 それでは、よろしければ、４の項目に進めさせていただきます。 

○林委員 １つ目は、海賊行為ですけれども、ここに出てないのは、前回の終わりのほう

に、外務省だったか総合海洋政策本部の方が説明されたことで、ＳＵＡ条約の適用が

あるということをはっきりとおっしゃっていたことです。ＳＵＡ条約というのは、日
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本語では海洋航行不法行為防止条約の略ですが、この点、政府のほうからそういう確

認できていましたので、あえて私は賛成を言わなかったのですけども、かねてから同

条約の適用は確かにさらに積極的に検討すべきだと思っていましたので、もしここで

許されれば、ＳＵＡ条約の積極的適用を検討すべしというふうな意見を入れさせてい

ただきたいと思います。 

○野村委員 この３ポツはどなたが言われたのか真意は分かりませんが、４番目、５番目

は非常に明確な意見で、要するに海上保安庁の巡視船派遣に反対の意見ですが、私個

人的には海上保安庁の派遣に賛成です。これは、日本国民が正当な行為をやっている

ときに、やっぱり国の官憲は守る義務があるのではないかと。公海ですから。それで、

もちろん税金を使うとかコストのことはありますが、テロに屈してそれをやらないと

いうのは、非常に説明しづらい。とりあえずやってみるべきではないかという意見で

す。ですから、それを意見として入れていただきたいのです。そういう意味では、２

ポツのところに、海上保安庁船の派遣を含めて調査継続のための議論をすると、そう

いうふうに入れていただくとバランスがとれるのではないかと思います。 

○谷川委員 今の３ポツは私の発言ですが、別に冗談ではなくて、まじめに考えて言って

います。順番にはこだわりませんが、まじめな意見です。というのも、やはり海上保

安庁が、実際に鯨類捕獲調査に保安官を乗せていっても、ただ逃げるだけ、無難に問

題を起こさないと。それだけしかやれない。多分、法的根拠の問題等で難しいのでは

ないかと推察します。だから、そういうことであれば、本当に第三者的な警備組織、

いい表現に直してくれたと思いますが、私の発言はザ・ガードマンと言ったので、ち

ょっと冗談のように聞こえたかもしれませんけど、この第三者的な警備組織の導入と

いうのはすばらしいと思っています。お金がかかるでしょうけど、これはある意味、

もしも官邸筋が物事を荒立てたくないとかいうことであれば、これは一つの落としど

ころになると私は真剣に考えております。実現性はどうか分かりませんが。 

○櫻本委員 私は、ＳＵＡ条約の適用というのは巡視船を出す場合の前提条件であると考

えています。今はオーストラリアから鯨類の捕獲調査が国際法違反であるということ

で国際司法裁判所に訴えられていますから、裁判所の結果が出るまでは白黒はつきま

せんが、日本は訴えられているという立場にあるという事は事実としてあるわけです。

そういう状態のもとで、巡視船を出すということは、国際世論から見た場合に、日本

は非常に姑息なことをやっているという感じになりかねない。日本は国際法違反で訴
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えられている立場でありながら、その判定が出るまでの間は武力を使って、その違法

行為を実行しようとしているということにもなりかねない。少なくとも日本の正当性

を主張するためには、まず、ＳＵＡ条約違反という事で、シーシェパードの違法な行

為を国際司法裁判所に提訴し、その判決が出るまでは、巡視船を出して自国の国民を

自ら守るという、そういうストーリーで臨まないと大義名分が成り立たないのではな

いかと私は思います。以上です。 

○高成田委員 まず、この海賊行為の定義について、一つの政府見解が出ているというよ

うな感じで聞いたので、もしそうであるならば、政府はもう既にこういう見解を出し

ていると。これに対して、この中で違法性を問えるのではないかという意見があった

というほうがいいのではないか。つまり、ここは両論併記で、「問えるのではない

か」と言う意見があり、「いや問えない」という意見があったというような書き方で

はなく、むしろ、政府見解が出ているという事実を押さえた上で、「そんなことはな

いのではないか」という意見があったという書き方のほうがいいのではないかと思い

ます。 

  それから、５番目のところは、私がこれまで述べてきたことが書かれていると思うん

ですけども、まず巡視船を出した場合でも、果たして本当にこれが排除できるのかと

いう能力の問題ももう一回検討しなければいけないということ、それから、巡視船を

出す場合というのは、例えばマラッカ海峡とかソマリア沖とか、これは海保や自衛隊

が出ましたけども、いわば国家の存亡をかけている場所に今まで出しているわけです。

調査船団の方々の生命が脅かされているという状況は理解できますけども、その数の

問題、そして積んでいる鯨肉という積み荷の問題を含めて、やはりそれは日本の存亡、

つまり、国民の生活のために毎日何隻のタンカーが通って石油が入ってきているとい

う状況と同一視することはできないと思っています。したがって、日本の生命線とい

うところでマラッカ海峡と巡視船という議論は成り立つけれども、南極海の鯨類捕獲

調査に巡視船というのは、ちょっと無理ではないかということを改めて付け加えたい

と思います。 

○阿南委員 私も、こういう方向性を出すと、国際的にもこれは明らかになってしまいま

すよね。そういうことも考えること、やっぱりあくまでもＩＷＣという場が設定され

ているわけであって、そこでの話し合いを優先させるということを前面に出していか

ないと、何だ、日本はそんなところで勝手にやるのかという話になると思います。国
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際間の話し合いのルールを踏みにじるようなことを日本から言うのはおかしいと思い

ます。要するに、鯨類捕獲調査についての今後の意義や態度を決めていくのも当然で

すよね。私は南極海の鯨類捕獲調査は必要ないと思っているのですが、そういうこと

も含めて、今後の政策を明らかにした上で、この妨害活動に対してのＩＷＣでの議論

を提起して、そして説得すべきだということをはっきりここに書くべきで、議論の場

を否定しているようなことを一方的に書くわけにはいかないですよ。恥ずかしくて。 

○谷川委員 前にも言いましたけど、それはＩＷＣでも毎回日本は言っているのです。こ

れはテロのことですからね。それで恥ずかしいことでも何でもないのです。それで、

ＩＷＣの参加国はみんなこのシーシェパードの暴力行為についてはよくないと言って

います。だけど、旗国であるオランダも港を貸しているニュージーランドも実際には

何もしないわけですから、そこは本音と建前で、悪い悪いと言いながら、どこの国も

何も手を出さない。そして、調査船団だけが危険にさらされているということを阿南

委員もご理解いただきたいと思います。 

○林委員 先ほど、高成田先生のおっしゃった１つ目の海賊行為のことなんですが、これ

は１つ目のポツは私が言ったことですけれども。本来、海洋法条約における定義は広

いということは、日本の国内法上の海賊の定義、それも閣議決定に基づく海賊行為の

定義ですね、これよりも広いという意味で本来広くと言ったわけで、だからそこにも

う少しつけ加えて、国連海洋法条約における海賊行為の定義は、本来、閣議決定に従

う我が国の海賊対処法上の海賊の定義より広いというふうなつもりで私は言ったはず

です。 

○野村委員 阿南委員の発言のフォローアップですけど、引き続きＩＷＣの中の人たちと

か外交ルートで対シーシェパード対策の善処を求めるのは当然ですから、一番初めに、

引き続きやるということを書き加えたらどうでしょうか。それは自明の理ですけれど

も。阿南委員の印象にあったのは、そういうこともしないで、巡視船だけでぼんとや

るという話のニュアンスではないかと理解しました。それは当然やる話なので、書き

加えたらどうですか。 

○宮原水産庁次長 はい。ここはよろしいですか。 

 それでは、最後にその他ですけども、１つしか書いてありませんが、何かほかに落ちて

いるということがございましたらお願いします。 

○高成田委員 私も当面の手当は出すべきだと思います。それで、共同船舶に対する未支
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払い金というような事実があるのは、やっぱり国家的な調査事業としておかしいと思

いますので、そういう意味でも手当は必要だと思います。 

  それで、ここに入れるべきなのかどうかわからないんですけども、この秋にも調査船

団を出すかどうかの議論があるのでしょう。「やっぱり出すべきだ」というのと「再

検討すべきだ」というのと、そこはどうでしょうね。ＩＷＣにおける日本政府の努力

というのを見る必要がありますが、私はこの秋にこのままの状態で出るということは

もう一度再検討すべきで、ＩＷＣの議論も踏まえて検討すべきだという意見を持って

おります。 

○阿南委員 南氷洋に出す鯨類捕獲調査と沿岸の鯨類捕獲調査、そして沿岸漁業との関係

についても結構意見があり、沿岸は重要じゃないかというご意見も多かったと思いま

すので、それもその他のところに加えたらどうでしょうか。 

○高成田委員 沿岸での商業捕鯨の再開を。 

○宮原水産庁次長 よろしいですか。それでは、また整理した上で改めて委員の方々には

お配りして見ていただく機会を設けたいと思います。 

 

議題（３） 今後のスケジュール 

○宮原水産庁次長 次に、今後のスケジュールですけれども、資料５というのがございま

す。事務局から何か説明ありますか。 

○花房資源管理部遠洋課長 資料５の一番下の３行目のところに書いてございますけれど

も、これまでにいただいたご意見、それから今回出たご意見も踏まえ、事務局のほう

で報告書の素案、たたき台を作成いたします。それで、メール等で各委員からご意見

をいただいた上で次回お諮りしたいと思います。次回は７月26日を考えております。 

○宮原水産庁次長 ＩＷＣがあるから日にちを空けてやるということですね。 

○司会（中奥） ７月に取りまとめをしたいということで従来からお諮りをしてきたとこ

ろですが、７月の11日からＩＷＣの総会がございます関係がありまして、なかなかそ

の前に検討会を開催することが難しいということと、また委員の皆様の日程調整もあ

りまして、こういった形でやらせていただければと思います。 

○高成田委員 次回26日はもう成案になって、一字一句直せないという状態で出てくるん

ですか。 

○宮原水産庁次長 いや、そんなことはありません。できるだけ直さないで済むようなも
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のにできればいいのですが、そういうわけにはいかないと思いますので、またゆっく

り議論していただくつもりでございます。 

○高成田委員 ということは、もう一度ここで議論をして、その後で、27日になるか何日

になるかわからないけれど成案になると言うことですね。 

○宮原水産庁次長 そうですね。修正した上でです。 

○高成田委員 座長に出すのはまた違う紙になると、こういうことですね。たたき台はそ

れ以前に来ると。 

○宮原水産庁次長 もうそれ以前に、ご意見を伺うために出させていただきます。 

○高成田委員 ついでに、ＩＷＣの話も少しお願いします。 

○宮原水産庁次長 今年の結果ですね。 

○高成田委員 こういう論点の中でこのＩＷＣがどういうふうに今年動いたのかというあ

たりの報告を、メールの形でいただければと思います。 

○司会（中奥） 先ほど高成田委員のほうから、この秋どうするのかということもありま

したけども、この論点整理は各論として、ある程度総論的な形で２つなり３つなりの

考え方にまとめることが出来ないかということも考えております。 

○宮原水産庁次長 そこはあまり無理にまとめるよりも、この今のたたき台に枝葉をつけ

るという考え方でやったほうがいいと思います。 

  それでは、できるだけ皆さんのご意見を反映したものをつくらせていただきます。ど

うかよろしくお願いいたします。 

  次回26日、また日があきますが、よろしくお願いいたします。 

  今日は本当に長時間、ありがとうございました。 

（以 上） 

 


